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序
　中国では、秦の始皇帝による統一以来、歴史上の分裂時期を除けば、二千
年あまり高度な中央集権体制が延々と維持されてきた
（ 1 ）
。帝政中国では、郡県
制と律令制
（ 2 ）
による中央集権体制が図られたのに対し、近代以降は、特に共産
党政権の成立以来、いわゆる民主集中制による中央集権体制が築き上げられ
てきたのである。
　毛沢東時代の「以階級闘争為綱」（階級闘争を以て大本とする）という極
めてイデオロギー的な統治理念から脱出し、ようやく「改革・開放」政策が
全面的に打ち出された1980年代に入ると、国・地方関係に微妙な変化が生じ
る。スターリニズム的な「共同貧困」とは異なり、鄧小平の「先富論」によ
れば、条件の整った一部の地域に経済発展のための優遇政策を与えることに
より、その地域に先に豊かになってもらうことは社会主義あるいは共産主義
の最終目標に悖らないとされ、むしろ「先富帯動後富」（先に豊かになった
者が遅れている者に範を示す）の理論は「中国的特色のある社会主義」の体
現であり、マルクス主義に基づいた独自の発展として評価されるべきだと当
局は主張するようになった。このような理念の転換によって、中国における
貧富の格差及び経済発展における地域間格差がこの数十年間で著しく広が
り、国と地方の利害関係をどう調整するかということが、喫緊の課題となっ
た。
　中国の普通地方
（ 3 ）
において、省よりも小さい行政単位は市（都市）である
が、市にもさまざまな種類がある。直轄市（その権限は省とほぼ同等）は
よく知られているが、そのほか、たとえば、「比較的大きな市」（原語：「較
大的市」）という概念もあり、当初は国務院が指定（原語：「批准」）した地
方立法権
（ 4 ）
を有する重要な経済都市を指したが、2000年の立法法の制定によっ
て、省・自治区の人民政府所在地の市、経済特区所在地の市及び国務院が
指定した「比較的大きな市」の三者を含むものとなった（2000年立法法63
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条
（ 5 ）
）。また、「区を持つ市」（原語：「設区的市」）は、文字どおり区が設置さ
れている市を指すが、「比較的大きな市」には必ず区が設置されているし、
全国ほぼすべての地級市（地区級市）には区が設置されている
（ 6 ）
。本稿では
「比較的大きな市」以外の「区を持つ市」を一般都市と呼ぶこととする。
　では、都市部における地方立法権はどのような変遷を辿ってきたか。ま
ず、1979年の地方組織法（正式名称：「中華人民共和国地方各級人民代表大
会と地方各級人民政府組織法」）により、省・自治区・直轄市の人民代表大
会（以下は人代）（ 6 条）及びその常務委員会（以下は常務委）（27条）に地
方性法規制定権が付与された。1982年には地方組織法が改正され、その27条
により、省・自治区の人民政府所在地の市と国務院が指定した「比較的大き
な市」の人代の常務委に地方性法規の草案起草権が認められた
（ 7 ）（ 8 ）
。また同年に
新憲法（いわゆる 「82年憲法」 ＝現行憲法）が採択され、その100条により、
省・直轄市の人代及びその常務委に地方性法規制定権が憲法上認められるこ
とになった。当該条文は1979年の地方組織法 6 条と27条の定める関係地方の
人代及びその常務委の地方性法規制定権を改めて確認し、広域的地方（省、
直轄市）の地方立法権を憲法上保障する点で画期的なものであった。さら
に、2000年には、国と地方の立法活動を規範化するために立法法
（ 9 ）
という憲法
的法律（「小憲法」とも呼ばれる）が制定され、従来の国・地方立法の体系
が整理された。その63条は、省・自治区・直轄市と比較的大きな市（広義の
概念）の人代及びその常務委にすべて地方性法規制定権（ただし、比較的大
きな市の地方立法権には上級人代の承認〔原語：批准〕が条件とされてい
る）を確認した。また、前述したとおり、同法の定義規定（同63条）によ
り「比較的大きな市」は、より多くの制定主体を含む広義の概念へと変化
した。このように改革・開放以来（1979～2000年）、地方立法権は漸進的な
「下放
（10）
」過程を辿ってきた。
　以上に簡潔に見たように、現代中国の都市部における地方立法権（地方性
法規制定権）の付与は、「上から下へ」と漸次拡大していく趨勢にある。広
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域的地方である直轄市（1979年）から始まり、重要な地方経済都市（比較的
大きな市）へ拡大され（1982年～1986年）、2015年 3 月の立法法改正によっ
てようやく全国すべての「区を持つ市」にまで地方立法権が承認されるよう
になった。経済発展に伴い、緩慢ながらも地方分権も着実に前進しているよ
うに見える。
　本稿は中国の普通地方、特に都市部における地方立法権
（11）
について、まず、
制度運用の現実（直轄市である上海の経験）と、これまで地方立法権を有し
ていなかった一般都市における地方行政の現実を検討し、それらを踏まえて
2015年 3 月の立法法改正における「地方立法権拡大」条項の意義を考察す
る。そのうえで、これからの一般都市における地方立法権の行方ないし中国
における「地方自治」の未来を展望したい。
Ⅰ　運　用
　一　大都市における地方立法権の行使
　（ 1 ）制定状況　上海市を素材
（12）
に
　今回の立法法改正の意義を考察する前提として、改正以前にすでに地方立
法権を有していた都市におけるその行使の様相を確認しておきたい。
　検討の対象は、地方立法権の行使について最も歴史の長い直轄市の状況で
ある。直轄市とは、北京、上海、天津と重慶の四都市を指す。このうち、重
慶市は四川省の管轄する都市であったが、1997年に直轄市に格上げされたと
いう特殊性ゆえに四川省との関係が複雑である。また、北京市は、首都とし
ての特殊性や政治性を有している。これらの点と紙幅の関係から、本稿で
は、上海市を検討対象としたい。
　上海市は現代中国における最大の経済都市である。上海市の人代及びその
常務委は、1979年12月に地方組織法の規定によって地方立法権（地方性法規
制定権）が付与されてから30年以上に及ぶ運用経験を有している。統計
（13）
によ
ると、2014年 8 月末までに、制定された地方性法規は総計230本であり、現
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行法として有効な法規は165本、廃止又は自然に失効した法規は65本となっ
ている。
　①歴　史
　上海市における地方立法権の行使あるいは運用は、主に以下 3 つの時期
（14）
に
区分される。
　イ）1980年代。この時期は上海市における地方立法の生成期と言われる。
すでに紹介したとおり、1979年の地方組織法により全国における省レベルの
人代及びその常務委に地方立法権が付与され、直轄市である上海の地方立法
権はこの時点からスタートした。さらに、1982年憲法によって省レベルの国
家権力機関＝人代の立法権ないし地位が明記された。上海市では、1980年 3
月に「上海市、区、県の人民代表大会の選挙に関する暫定的実施細則」が上
海市人代の常務委において採決され、実施された。これが上海市における地
方立法権行使の原点とみられる。当該地方立法の成立を契機に、1980年から
1990年までの10年間、上海市人代は地方性法規や法律的な問題に関する決定
などを65本制定し、その内容は政治、経済、文化、衛生、科学技術、都市の
建設と管理、環境や資源の保護等、広範な領域にわたっている。
　ロ）1990年代。この時期は経済立法の高度発展期と言われる。1992年に共
産党の第14期党大会が開かれ、市場メカニズムの全面的導入を念頭に、いわ
ゆる「社会主義市場経済」体制の樹立が宣言された。このような体制転換の
時代を背景に、市場経済に適応するための経済立法が急激に要求されたた
め、上海市人代の地方立法の重点もそこに置かれた。1993年から1998年まで
の 5 年間、上海市人代及びその常務委は地方性法規59本を制定した。これら
の法規は、1980年から常務委が立法権を行使して以来制定された地方性法規
の総数の半分を占める。この 5 年間の立法のなかに、経済に関する地方性法
規は31本が含まれており、全体の52％を占めていた。
　ハ）21世紀初頭。この時期は上海市における地方立法の規範的発展期と言
われる。新旧世紀の転換にあたり、上海市にとっていくつかの重要な出来事
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が起こった。何よりもまず、2000年 3 月の全人代による立法法の採決であ
る。これは、国の立法権と地方立法権の権限関係を明らかにし、全国におけ
る法体系をより合理的かつ整合性、規範性を持つ方向へ向かわせるための法
律であった。これを受けて、上海市人代は2001年 2 月に「上海市における地
方性法規の制定に関する条例」を通過させ、立法の権限、人代及びその常務
委の立法手続を定めた。同年10月、常務委は「上海市人民代表大会議事規
則」と「上海市人民代表大会常務委員会議事規則」を改正し、立法手続を整
備した。また、2001年に中国は WTO に加盟し、2004年に国では行政許可法
が採決されるなど、上海市における地方立法は法治化の軌道に乗り出したと
される。
　②内　容
　立法法第73条（旧64条）によれば、地方性法規は実施型立法、自主型立法
と先行型立法の 3 種類に分けられる。改革開放以来の上海市における地方立
法の内容も、この 3 種類として分析できる。
　イ）実施型立法。この種の地方立法は、立法法の条文でいえば、「法律、
行政法規の規定を執行するため、当該行政区域の実情に応じて具体的な規定
を設ける必要のある事項」（立法法第73条・旧64条）がそれに当たると考え
られる。実施型立法の目的は「上位法の関連規定をより詳しく細分化するこ
とにあり、当該地域の実情を踏まえ、原則的、概括的な法律条文を実施する
ための手段や細則を提供する
（15）
」ことである。たとえば、2001年に制定され
た「上海市労働契約条例」は、「中華人民共和国労働法」（1994年制定、1995
年施行）を実施するために作られた地方立法であり、「労働契約の締結、履
行、変更や労働契約の解除と終了等の事項に関して実施可能な規定を設け、
調和した労働関係の整備及び労働者の利益の保護のために重要な役割を果
たしている
（16）
」とされる。「上海市機動車道路交通事故賠償責任若干規定」は
2005年に制定され、僅か10カ条の条文しか持たないが、「中華人民共和国道
路交通安全法」（2003年制定、2007年及び2011年改正、2011年施行）の76条
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が規定する交通事故の民事賠償責任に関して、より詳しい創造的な条項
（17）
を設
けている。
　ロ）自主型立法。この種の地方立法の範囲は、「地方的事務に属し、地方
性法規を制定する必要のある事項」（立法法73条）である。国がこのような
事務を法令で規律することはほぼ不可能であるがゆえ、地方性法規でしか対
応することができない。たとえば、1985年に制定された「上海市黄浦江の上
流水源の保護に関する条例」は上海市民の飲料水の安全と環境保護問題に対
する地方立法である。他にも、1996年に改革・開放や浦東開発の政策に対応
するため、「上海外高橋保税区条例」が制定された。これにより、上海市浦
東新区の外高橋地域において保税区（＝自由貿易区）が設立され、上海市に
おける対外開放が拡大し、国際貿易の促進に役立ったとされる。その他、
2002年に制定された「上海市の歴史文化風致地区と優秀歴史建築の保護に関
する条例」、2005年の「上海市港口条例」など多数の自主型立法がなされた。
　ハ）先行型立法。立法法73条によれば、国の専属立法事項以外の領域にお
いて、「国がまだ法律或いは行政法規を制定していない事項に関して、省、
自治区、直轄市と区を持つ市、自治州は当該地域の実情と需要に応じて、先
に地方性法規を制定することができる」とされており、この種の地方立法を
先行型立法と呼ぶ。特に改革・開放の初期において、国レベルでは法令の整
備が進んでおらず、地方立法権を持つ各地域は国に先だって法整備の作業を
模索したのである。このような地方の「実験」は、後になって国の立法が参
照できる素材や経験を提供した。たとえば、1983年の「上海市古樹名木保
護管理規定」（2002年に「上海市古樹名木と古樹継続資源保護条例」へと改
正）は、全国初の都市部における古木を保護するための法規であった。1987
年の「上海市青少年保護条例」（2004年に「上海市未成年者保護条例」へと
改正）は全国初の青少年の権利を保護するための地方性法規である。1988年
の「上海市における郵便と電信の通信を保護・発展するための規定」は上海
市の問題に対応するための地方立法であったが、後の国の関連立法の制定に
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大きな影響を与えたとみられる。12年後の2000年に、国務院は「中華人民共
和国電信条例」（2014年改正）を制定している。1997年に上海市人代常務委
が制定した「上海市居住物業管理条例」は先行型地方立法の典型として、都
市部における住宅団地の不動産所有者（業主）と不動産管理会社（物業公
司）との権利関係を明確にし、改革・開放以前の公営住宅制度下の管理者対
被管理者システムからの脱却を促進した地方立法である。これに関して国レ
ベルでは、2003年に制定され、2007年に改正・施行された国務院の「物業管
理条例」を挙げることができる
（18）
。
　これら上海市における 3 種類の地方立法（実施型、自主型、先行型）の比
率は、統計
（19）
によると、実施型立法が最も多いが、自主型立法と先行型立法を
合わせれば実施型立法を上回っている。また、動態的
（20）
に見ると、1979年から
2008年までの30年間、上海市における実施型立法の割合は増加する一方であ
り、その割合は1979年から1988年までの10年間は10.0％であったが、1989年
から1998年までの10年間では45.5％と急激に増加している。これに対して、
自主型立法の割合は、1979～1988年の70.0％から、1989～1998年の28.8％へ
と激減している。最近の20年間（1989～2008年）で、国家における法整備の
作業が着実に進められており、それに対応して地方ではそれらの新法律等を
実施するために実施型地方立法の制定が求められるようになっているからで
ある。その結果、地方独自の立法（自主型立法と先行型立法）を行う余地は
狭まっている
（21）
。
　（ 2 ）問題点
　①上位法との関係
　中国の地方立法の問題点として、上位法との抵触（或いは法規範の衝突）
がよく指摘される。学説は、中国は単一制国家であるという命題から、いわ
ゆる「不抵触原則」あるいは「社会主義国家の法制統一原則」を導き出して
いる。具体的には、①地方立法は自己の権限範囲を越えて制定されてはなら
ない、②地方立法は相応した立法根拠を有しなければならない、③地方立法
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は上位法（憲法、法律、行政法規）の基本原則に違反してはならない、④地
方立法は上位法の具体的規定と衝突してはならない、というこの 4 つのポイ
ントが、地方立法が上位法と抵触するか否かを判断するための典型的な基準
として受け止められている
（22）
。
　統計を用いた実証研究
（23）
によると、上海市の地方性法規が上位法と最も多く
衝突する領域は、経済管理と社会管理の立法分野であるとされ、中国の今ま
での改革がこれらの領域に集中しているからだと指摘される。また、地方性
法規と上位法との衝突は、おおむね新しい上位法が公布されたか、あるいは
上位法自体が改正されたにもかかわらず、地方性法規がそれに対応する改正
がなされないまま施行されていることに起因するとされる
（24）
。
　さらに、地方性法規と上位法との衝突の性質によって、規範抵触を以下の
3 類型に分けて捉える主張
（25）
も存在する。
　イ）立法権限の衝突。この場合、問題となる地方立法は私人の権利利益を
侵害するリスクが高い。たとえば、1995年の「上海市公証条例」の第29条
は「公証を申請すべき」事項を 6 種類列挙し、事実上強制的公証の範囲を画
定したとみられる。これに対して、2006年に発効した「中華人民共和国公証
法」の関連条文によれば、公証の申請は当事者の自由意思を原則とし、強制
的公証はもっぱら例外的な制度にすぎず、法律と行政法規によってしか強制
的公証の事項を規定することができないとしている。したがって、上海市の
当該条例と新法である「中華人民共和国公証法」との間では衝突が生じてお
り、地方立法で強制公証の事項を規定するのはその立法権限を踰越している
と解される。もう一例あげれば、1995年の「上海市タクシー管理条例」第11
条によれば、上海市においてタクシー運転手になるためには上海市の常住戸
籍の保有がその必須条件の一つとされている。当該規定は「行政許可法」
（2003年制定、2004年施行）第15条（地方性法規と地方政府規章に基づく行
政許可は、「別の地域の個人あるいは企業が当該地域で生産経営を行い、サ
ービスを提供することを制限してはならない。別の地域の商品が当該地域の
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市場に進出することを制限してはならない。」）と矛盾していると解される。
ここに挙げた地方立法が、上位法の関連規定に違反し、個人や法人その他の
社会組織の権利・義務に直接に影響を与えているのは明らかである。
　ロ）運用上の衝突（原語：「操作性衝突」）。これは、経済管理体制の変
化、組織名称の変更、及び関係行政機関の裁量基準が変わったなど、具体的
な法執行の方法の変更から生じる衝突である。たとえば、1996年に制定され
た「上海市における外商（外国人ビジネスマン・外国投資　筆者注）投資企
業に対する許認可に関する条例」は、特にその第 6 条から第12条において、
上海における外資系企業に対する関係行政庁の審査や許認可等の手続に関し
て、きわめて複雑で煩瑣な規定を設けている。しかし、改革開放の深化に伴
って、1999年、国務院は「現時外商の投資をより一層促進することに関する
意見」を公布し、「国務院の関連部署と各地の人民政府は外商の投資プログ
ラムや企業の設立等に関する許認可手続をさらに簡略化し、許認可のペース
を加速すべきである。」と提唱した。前記条例の執行は国務院の意見と衝突
してしまうことが避けられないので、2000年に上海市政府の部局である対外
経済貿易委員会は、上級庁である国務院のこの意見を受けて規範性文件
（26）
を制
定した。結局、1996年の条例は国務院の新しい政策と衝突を生じたため、後
の行政実務の中でそれが完全に無視され、2000年に上海市側が制定した規範
性文件を主な裁量基準として外商投資に関する許認可行政は行われたのであ
る。執行権（地方政府とその部局）が上位規範との衝突を理由にして条例の
適用を拒否する点が、運用上の衝突がもたらす帰結である。
　ハ）政策上の衝突（原語：「政策性衝突」）。これは、上位法の中の執行可
能性を有しない条文（あるいはプログラム規定）自体が変化したのに対し、
地方性法規ではその変化に応じて関連条文の修正が行われないことに由来す
る衝突である。このような衝突はもっぱら「形式的な衝突」にすぎず、当事
者に直接な権利侵害をもたらすことはないが、当該地方性法規の正統性にマ
イナス影響を与えるとみられる。たとえば、「上海市郷人民政府工作暫行条
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例」（1989年制定、同年発効）の私営経済と自営業経済（原語：「個体経済」）
に関する政策的規定
（27）
と1999年憲法修正案の関連条文
（28）
との衝突はこれに当た
る。
　上海市における 3 種類の「問題条例」の比率は、立法権限の衝突が33.3％
で、およそ三分の一を占めており、運用上の衝突が52.4％となっている。政
策上の衝突は最も少なく、14.3％である
（29）
。
　②低調な行使
　以上において、上海市を素材にして、大都市における地方性法規の制定状
況及びその主な問題点を概観した。しかし実際のところ、地方立法権（＝地
方人代の地方性法規／条例制定権）は行政の現場で十分に活用されていると
は言えない。その原因は次の 2 点に求められる。
　まず第一は、地方政府規章（規則）の偏重である。より広い意味（あるい
は一般的な理解）での「地方立法権」は本稿が設定した意味と違って、地方
人代の地方性法規制定権のみならず、地方人民政府の規章制定権をも含むと
解される。実証研究
（30）
によれば、1980年 1 月 1 日から2008年12月31日までの29
年間、北京市人代及びその常務委は地方性法規を総計268本制定したのに対
し、北京市人民政府は地方政府規章を何と804本も制定したのである。北京
市の地方立法の中で、地方政府規章は約75％もの比率を占めている。北京と
似たような状況で、1978年から2008年までの30年間、上海市人代及びその常
務委の地方性法規の制定本数は116本となり、上海市人民政府の地方政府規
章の数は504本となっている。上海市の地方立法の中に占める地方政府規章
の割合は約81％にも上る。別の実証研究
（31）
では、国有地上の家屋の収用及び補
償に関する国・地方の立法の構成と形態の調査結果として、国レベルでは国
務院の関連行政法規 1 本（当該ケースでの「上位法」に当たる）と中央省庁
（国務院住宅及び都市・農村建設部）の関連部委規章（省令〔　筆者注〕） 1
本、地方における立法対応については、全国において地方性法規は 1 本（青
島市人代常務委）しか制定されておらず、地方政府規章が38本、地方規範性
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文件は78本となっている。割合から見れば、地方性法規は 1 ％、地方政府規
章は32％、地方規範性文件は65％となっている。規範性文件を制定した地方
立法権を有しない地域（本稿で言えば、一般都市）はともかく、地方性法規
制定権を有するにもかかわらずそれを使用せず、その代わりに地方政府規章
に頼りきっている地方（本稿で言えば、直轄市と比較的大きな市）が多数存
在する。総じて言えば、大都会における立法活動は、地方人代の地方性法規
制定よりも、行政側である地方人民政府の規章制定に過度に依存しているの
である。
　第二は、非立法的規範の存在である。ここで言う非立法的規範とは、規範
性文件あるいは紅頭文件（後述）と呼ばれるものである。地方政府規章より
隠蔽性の高い行政手段・形式である。たとえば「運用上の衝突」（前述）が
生じても地方性法規が改正されない場合、地方政府は、その執行をやめて上
位法に従うために何らかの「形式」が必要となる。この時に利用されるの
が、規範性文件であり、地方政府は上位法（あるいは上級行政庁の政策）に
適合的な規範性文件を自ら作成して、地方性法規の改正を待たずに、その頭
越しに事に対処するのである。前出の場合では、上海市政府の部局である対
外経済貿易委員会は上級庁である国務院の経済政策的な規範に合わせるた
め、新たな規範性文件を制定し、今まで執行してきた地方性法規を葬ること
を選んだ。これは安易な対応であるが、決して珍しい現象ではない。上海の
ような地方立法権（地方性法規制定権）を有し、しかも地方立法の蓄積のあ
る大都市であっても十分起こりうるものである。
　しかし、そもそも「地方性法規は地方人民代表大会が地方人民政府の権力
に対して行う規制であるのに対し、地方政府規章と規範性文件は事実上地
方人民政府の、自己の行為に対する自主規制に過ぎない。社会主義法治国
家、法治政府などの観点からすれば、前者の方が明らかに後者より勝ってい
る
（32）
。」従って、上記 2 点の問題点は、現段階の中国において上海を初めとす
る大都市の地方立法権行使の実態を分析するための絶好の参照物になると思
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われる
（33）
。
　二　一般都市における地方行政の実態
　（ 1 ）「紅頭文件」行政
　以上において、上海市を素材にして大都市における地方立法権行使の実態
を紹介した。本節では、今まで地方立法権を有していなかった一般都市にお
ける地方行政の実態を、いわゆる「紅頭文件」に着目して検討する。地方立
法権の欠如の弊害を明らかにするためである。
　「紅頭文件」（ホントウ　ウェンジェン）とは、「憲法、法律、法規（地方
性法規と国務院の行政法規〔―筆者注〕）、規章（地方政府規章と国務院各部
門の規章〔―筆者注〕）以外の、関係機関や関係部門が制定・公布した、一
般的規範定立的な非立法的文書である
（34）
」とされる。要するに、一定の規範力
を持つ行政文書のことである
（35）
。これは、民間における通俗的な呼称に過ぎな
い。「紅」とは中国語の赤の意味で、「頭」とは「文書の表紙に書かれたタイ
トル」を指し、「行政文書は赤字で印刷されること
（36）
」が普通なので、これを
組み合わせて「紅頭文件」という造語が考えられたのである。「紅頭文件」
にあたる正式名称は「規範性文件」（規範性を持つ行政文書）である。その
具体的存在形式は国家・地方の各権力機関による「決定」、「命令」等が挙げ
られ、その究極的な根拠は憲法に求めることができる
（37）（38）
。
　行政現場において、「紅頭文件」は往々にして政府の具体的行政行為の直
接の根拠となっており、政府及びその関係部門による「紅頭文件」の制定・
公布ということ自体は抽象的行政行為に属すとされる。「紅頭文件」のあま
りにも強大の影響力のせいか、この行政文書の制定行為自体が「準立法的行
為」と人々に見なされるに至っているとされる
（39）
。また、「紅頭文件」の制定
手続は地方性法規などと比べればきわめて恣意的であり、「一部の行政機関
の『紅頭文件』がある幹部のたった一言の指示や、彼の会議における発言に
よってすぐに起草・制定され
（40）
」る。行政の効率化が最大限に追求されるた
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め、地方行政においては「紅頭文件」という行政手段は非常に「愛用」され
ている。
　通常、広義の「紅頭文件」は「文字通りの意味で、タイトルが赤字で印刷
され、最後に赤い公印で終わる文書であり、一般市民または組織に向けた行
政文書もあれば、行政機関内部における事務処理事項に関するルールを明確
にする行政文書も含まれる」とされるが、狭義の「紅頭文件」は「一般市民
または組織に向けた行政文書のみを指し、これらの文書は一般人に対して拘
束力を持ち、その権利義務にかかわっており、法律用語でいえばすなわち行
政法規、規章以外のその他の一般的拘束力を持つ規範性文件（下線は筆者）
である。常に人々の強い関心を引き寄せているのは、まさにこの狭義の『紅
頭文件』である
（41）
」とされる。日本の行政法学の分類に従えば、行政立法は法
規命令と行政規則の 2 種類に分けられるが
（42）
、これに照らすと「紅頭文件」
は、行政規則的なものもあれば法規命令的なものもあり、また行政規則のよ
うな外観を備えつつ実質的には法規命令そのものである（日本における行政
規則の外部化現象）ようなものも大量に存在する。しかし、何よりも問題と
されるのは、狭義の「紅頭文件」である。それが規範性と罰則を持ち、一般
市民を対象としているからである。普通の区を持つ市（一般都市）では、地
方立法権を付与されなかったため、この「紅頭文件」に依拠して、地方政府
は行政を実施してきた。今回の立法法改正は、地方立法権の欠如に起因する
「紅頭文件」行政を法治行政の観点から正すという目的を有すると思われる
が、近時における「紅頭文件」行政の実例を取り上げ、もう少し具体的に中
国の地方行政における実態を見ておきたい。
　まず、「限行」（シェンシン）という現象に注目しよう。これは車の通行を
制限する地方政府の政策であり、地域におけるラッシュアワーの交通渋滞の
改善及び環境保護（特に大気汚染対策）のために当該地域の都心部あるいは
一部の特定地域において車の通行を一定期間制限する措置である。北京、上
海のような大都市で始まり、その後地方都市（地方立法権を有しない区を持
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つ市＝一般都市）にまで急速に拡大した。制限の態様はまちまちであるが、
大都市では車のナンバーと日付を連動させ（奇数か偶数か）、これによって
通行規制をかけたり、あるいは車のナンバーを 5 組に分け、各組ごとに月曜
から金曜までのうちの 1 日につき通行禁止とする規定が設けられたりした
（43）
。
地方立法権を有しない地方都市では、排気ガスの多い車種に厳しい通行制限
がかけられた。たとえば、広東省佛山市政府は、2014年 2 月に「佛山市人民
政府関於調整佛山市第四、五、六階段限制高汚染（高排放）汽車通行的通
告」（佛府〔2014〕12号
（44）
）という規範性文件（「紅頭文件」）を公布し、汚染
度の高い車両に通行の制限を設けた。当該紅頭文件の規定によれば、「グリ
ーン環境保護検査合格認定証」を持たない車両は、市が指定した「通行止め
地域」（国道と高速道路は除外されることが多い）での移動が禁じられ、制
限の期間と時間帯（終日のことが多い）も指定されている。この規定に違反
した者には、交通警察による指導（原語：「批評教育」）や罰金などの罰則が
課される。当該紅頭文件と関連して、佛山市政府は2014年12月にさらに全面
的な通行規制をやはり紅頭文件の形式で定めた。この「佛山市人民政府関
於禁止大気汚染物排放超標（尾気排放超標）機動車上路行駛的通告」（佛府
〔2014〕95号
（45）
）によれば、規制目的は「我が市の環境と空気の質を改善し、
市民の健康を守」ることであり、規制対象は以下の 4 つである。①「環境保
護検査機構によって行われる定期的な排気検査（年間審査）に合格しない機
動車両」、②「道路における検査において排気検査の基準値を上回る機動車
両」、③「黒煙を放つとして摘発され、かつ環境保護部局の排気検査に合格
しない機動車両」、④「黒煙を放つとして摘発されたにもかかわらず規定に
より検査を受けていない機動車両」。通行止め区域は市の全域に拡大され、
制限時間帯は終日とされた。罰則は、交通警察による「批評教育」、200元の
罰金（「中華人民共和国道路交通安全法」による）などである。
　この佛山市の紅頭文件（佛府〔2014〕95号）の根拠規定は、「広東省珠江
三角洲大気汚染防治弁法」（広東省人民政府令第134号）である。これは、広
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東省政府が2009年に制定した地方政府規章である。さらに、当該規章の第 1
条によれば、その法律上の根拠は「中華人民共和国大気汚染防治法」（2000
年修正版）である。ところで、「広東省珠江三角洲大気汚染防治弁法」第 9
条は、「機動車に対して環境保護標識を使ってそれを管理する。大気汚染物
質の排出が基準値を上回る機動車の走行運転を禁止する」と定める。これに
対して、「中華人民共和国大気汚染防治法」（2000年）の第 4 章は「機動車船
の汚染物排出の対策（原語：「防治」）」と名付けられており、その第33条に
は「現在使用中の機動車は、その製造当時有効であった、機動車に関する汚
染物質排出基準を満たさない場合には、走行運転してはならない。」（下線筆
者）と規定されている。佛山市の当該紅頭文件は、その上位規範である広東
省政府規章（広東省人民政府令第134号）ないし2015年改正前の大気汚染防
治法（2000年版）を根拠規定として車の規制を行ったはずであるが、2000年
法律は車の製造時の排気基準に基づく規制であるのに対して、佛山市の紅頭
文件は排気検査時の基準への適合を要求するものになっており、明らかに
2000年法律が規定する基準と食い違っている。中国の車の排気ガス排出基準
は、国務院環境保護部によって2000年代以降ほぼ毎年更新されており、基準
は年々厳しくなっている。根拠法律自身の合理性は別にして、法律による行
政の原理の観点からみると、当該紅頭文件が設けた規制は、法律の明文に反
するものである。
　次に、「限購」（シェンゴォウ）とは、「購買を制限する」という意味であ
り、大都市（直轄市と比較的大きな市など）における交通渋滞を緩和するた
め一般市民に対して乗用車を購入する権利を制限する地方政府の政策などを
指す。乗用車の「限購」政策は基本的に大都市で行われているのに対し、家
屋（不動産）の「限購」政策もあり、これはより広範に見られ地方の一般都
市まで及んでいる。地方における家屋「限購」行政の規制目的は、国務院に
よる全国の不動産業に対するマクロコントロールとかかわっており、都市部
における不動産価格の高騰の抑制や不動産バブル対策の要請等である。一般
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都市の浙江省台州市を例にとると、当該市政府は2011年 8 月に、「台州市人
民政府弁公室関於進一歩落実房地産市場調控工作的通知」（台政弁発〔2011〕
119号
（46）（47）
）という紅頭文件を公布した。「市内における世帯、及び住宅を購入す
る日から 2 年以内に本籍所在地で 1 年以上の個人所得税の納税証明書または
社会保険支払証明書を提出できる市外の世帯は、本市の都市部において新築
の分譲住宅を 1 件購入できる。本市の都市部においてすでに 2 件以上の住宅
を所有している市内の世帯、 1 件以上の住宅を所有している市外の世帯、及
び住宅を購入する日から 2 年以内に本籍所在地で 1 年以上の個人所得税の納
税証明書または社会保険支払証明書を提出できない市外の世帯に対しては、
本市の都市部において新築の分譲住宅を購入することを一時停止する。上記
規定に違反し住宅を購入した者は、登記をすることができない。」とされる。
　「中華人民共和国民法通則」（1986年制定、1987年施行）第71条によれば、
「財産の所有権とは、所有者が自分の財産について法律に基づいて占有、使
用、収益と処分の権利を享受することである。」また、同様に、「中華人民共
和国物権法」（2007年 3 月採決、同年10月施行）第39条によれば、「所有権者
は自分の持つ不動産または動産に対し、占有、使用、収益と処分の権利を享
受する。」地方政府の紅頭文件（前例では台政弁発〔2011〕119号通知）によ
る「限購」政策は、法律や地方立法によることなく不動産業者の不動産に対
する処分権を侵害するものである。そして、「当事者は法律に基づいて自ら
契約を締結する権利を享受する。いかなる組織や個人もそれに不法に干渉し
てはならない。」と規定する「中華人民共和国合同法」（1999年 3 月制定、同
年10月施行）第 4 条との関係で言えば、当該紅頭文件の規定は、不動産業者
と一般市民のいずれに対しても、法律や地方立法によることなく契約を締結
する自由を侵害するものと解すべきであり、経済活動の自由に対する厳しい
制限となるといわざるをえない
（48）
。
　（ 2 ）規制の態様
　「紅頭文件」に対する法制度上の規制に関しては、従来、1989年に制定さ
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れた「行政訴訟法」と1994年に制定された「国家賠償法」のいずれにおいて
も、私人が行政機関の制定した「規範性文件」（「紅頭文件」）に対して訴え
ることが出来る規定は存在しなかったが、1999年に制定された「行政復議
法」（＝行政不服審査法）においては、私人は行政機関の具体的な行政行為
の根拠となる、当該行政機関の制定した規章以外の規定が違法だと考えれ
ば、その根拠規定（規範性文件）を具体的な行政行為に対する不服申立てと
併せて審査に付することが出来ると規定されている。これが「紅頭文件」に
対する初の法規制とされる
（49）
。近年の法改正によっても、「紅頭文件」に対す
る規制は強化されている。たとえば、2014年11月に「行政訴訟法」が改正さ
れ、「行政復議法」の条文と類似した関連規定が新たに設けられた。「市民
（原語：公民。以下同様。）、法人またはその他の組織は、行政行為の依拠す
るところの国務院各部ならびに地方人民政府及びその部門の制定した規範性
文件が不適法であると認める場合、（具体的行政行為〔　筆者注〕）と併せて
当該規範性文件に対して審査を求めることができる。」（第53条）とされてい
る。また、「行政訴訟法」第49条に書かれている「具体的な訴訟上の請求と
根拠となる事実」という原告適格の要件の一つに関して、最高人民法院は、
その「具体的な訴訟上の請求」には、「……（具体的行政行為〔　筆者注〕）
と併せて規章以下の規範性文件に対して審査を求める……
（50）
」ことも含まれる
という解釈を出している。
　また、人民代表大会は監督権を行使することができる。それは、憲法に
根拠を持つ権限である。「県級以上の地方各級人民代表大会常務委員会は、
……当該人民政府、人民法院及び人民検察院の任務遂行を監督する。当該人
民政府の不適切な決定及び命令を取り消す。一級下の人民代表大会の不適切
な決議を取り消す。……
（51）
」（憲法104条、下線は筆者）。ここで言う「決定」
と「命令」はまさに「規範性文件」（紅頭文件）のことを指すと思われる。
　この憲法規定の精神を受け、「中華人民共和国各級人民代表大会常務委員
会監督法」（以下略称「監督法
（52）
」）では、「規範性文件に対する届出（原語：
234　早稲田法学会誌第66巻 2 号（2016） 中国の都市部における地方立法の制度と現実（洪）　2345
「備案
（53）
」）審査」の関連規定（第 5 章）が設けられている。すなわち、「県以
上の地方各級人民代表大会の常務委員会は、その一級下の人民代表大会及び
その常務委員会が出した決議、決定、そして同級の人民政府が公布した決
定、命令を、審査を経て、下記のような不当な事由のどれか一つにあたると
認める際、それらを取り消す権限を持つ：（一）法定権限を踰越し、市民、
法人及びその他の組織の合法的権利を制限あるいは剥奪し、または市民、法
人及びその他の組織の義務を増加するもの；（二）法律、法規規定と抵触す
るもの；（三）その他の不当な事由を伴い、取り消されるべきもの。」（「監督
法」第30条、下線は筆者
（54）（55）（56）
）。
Ⅱ　立法法の改正
　一　意図・概要
　2015年 3 月15日、第12回全国人民代表大会（以下は全人代）第 3 期会議
（57）
で「『中華人民共和国立法法』の改正に関する決定」が採決された。立法法
が2000年 3 月の第 9 回全人代第 3 期会議において制定されて以来初めての改
正となった。当該法律の改正につき、全人代常務委員会（以下は全人代常務
委）におけるその草案の審議及び関連作業が、2014年 8 月から2015年 3 月に
わたって長期間行われた。全人代のホームページでは、「立法法の改正
（58）
」と
いう特集が設けられ、改正作業の進捗状況の更新及び草案審議の様子が公開
されている。本稿では、この立法法改正のうち、地方立法権の拡大の意義を
明らかにすることを目的とするが、2015年 3 月 8 日に第12回全人代第 3 期会
議において、全人代常務委副委員長の李建国による「中華人民共和国立法法
修正案（草案）に関する説明
（59）
」を取り上げ、立法法改正の趣旨と概要を確認
しておきたい。この「説明」は、今次の立法法改正の基本的精神を明らかに
しており、また当局（党中央と全人代）の意思を十分代弁していると考えら
れるからである
（60）
。
　まず、立法法改正の目的・意図について次のように説かれた。「我が国現
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行の立法法は2000年に制定されて以来、（各立法主体間における〔　筆者
注〕）立法活動が規範化され、中国的特色のある社会主義法体系が形成・完
備され、社会主義法治の建設が推進されてきた。」「しかし、経済と社会の発
展、及び改革の深化につれて」、立法活動において新たな状況と問題が現出
しつつある。新たな状況に対応し、問題を解決するために、また、第18期の
党大会及びその「三中全会」、「四中全会」の精神を貫徹するためにも、立法
法を改正する必要がある。立法法の改正は、「立法体制を完備し、立法の質
と効率を向上させ、国家における法制の統一を維持し、完全な法規範体系を
形成し、国家管理体系と管理能力の現代化を推進し、社会主義法治国家を建
設するために、重要な現実的、長期的な意義を持つのである。」（下線は筆
者）。また、立法法の改正作業において、今後は「立法活動を積極的に改革
の需要に適合するようにし、改革と法治の同時進行」が可能となるように強
く求めた。
　改正の主要内容について、李の紹介に基づいて以下のようにまとめること
ができる。
　①「立法体制の改善について」
　〈ア〉「立法（活動）と改革政策との接合を実現する」
　立法活動が積極的に改革と経済・社会の発展の需要に応えるため、「全人
代及びその常務委は改革発展の必要性に基づき、行政管理等の領域における
特定の事項の授権に関して、一定の期限まで全国一部の地域で関連法律の一
部の規定の適用を暫定的に変更又は停止することができる
（61）
」（修正案草案第
5 条）（立法法第13条）。また、授権立法に関しては、「授権決定は当該授権
の目的、範囲を明らかにすべきのみならず、授権の具体的事項、期限及び被
授権機関が授権決定を実施するために遵守すべき原則等を明確にしなければ
ならない。被授権機関は授権期限満了の 6 か月前までに、授権機関に対して
当該授権決定の実施状況を報告しなければならない」（修正案草案第 4 条）
（立法法第10～12条）。
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　〈イ〉「区を持つ市に地方立法権を付与する」
　地方の実情と需要に応えることができるように法律によってすべての区を
持つ市に地方立法権を付与すべきであるが、それと同時に、「地方立法の権
限と範囲を画定し、重複立法を避け、国家における法制の統一を維持すべき
である」（修正案草案第28条）（立法法第72条）。したがって、修正案草案で
は、すべての区を持つ市に地方立法権が付与されると同時に、それぞれの地
方立法権（地方性法規制定権）の範囲は、当該地域における「都市・農村部
の建設とその管理、環境保護及び歴史文化保護に関する事項」（同上）に限
定されている。制限列挙という建前が取られているのである。また、区を持
つ市の数がきわめて多く地域間の差異も大きいことに鑑み、修正案草案は、
「省、自治区の人民代表大会の常務委が当該省、自治区の管轄する区を持つ
市の人口、面積、経済社会発展状況及び立法需要、立法能力等の要素を総合
考慮して、（省・自治区人民政府所在地の市、経済特区所在地の市及び国務
院が指定した比較的大きな市を除いた）その他の区を持つ市が地方性法規の
制定を開始するまでの具体的な段取りと時期を決定し、それを全人代常務委
と国務院に届け出る」（同上）と規定している。さらに、区を持つ市の人民
政府に地方政府規章の制定権を付与する（修正案草案第32条）（立法法第82
条）。
　〈ウ〉「税収法定原則を確立する」
　2000年立法法の第 8 条
（62）
では、「税収」を法律事項としていたが、その他の
事項と並記されていたに過ぎない。これに対して、修正案草案では、「税
収」を特別の一項目として独立させ（第 6 項）、「税目の設立、税率の確定及
び税の徴収管理等の基本制度」（修正案草案第 3 条）（立法法第 8 条）を法律
事項とした。
　〈エ〉「部門規章と地方政府規章の権限を規制する」
　「部門規章は、法律又は国務院の行政法規、決定及び命令の根拠なしに、
市民、法人及びその他の組織の権利を制限（原語：減損）し、又はその義務
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を課す（原語：増加）規範を設けてはならない。当該部門の権限を増加さ
せ、又はその法定職責を減少させてはならない」（修正案草案第31条）（立法
法第80条）。地方政府規章の場合も同様に、「法律、行政法規及び地方性法規
の根拠なしに」、以上のようなことをしてはならない。他方で、各地域の実
情によって「本来地方性法規を制定すべきであるが、そのような条件が満た
されていない場合には、地方の行政管理上の差し迫った必要性に基づき、先
に地方政府規章を制定する」ことが認められる。ただし、これには、「その
規章の実施から満 2 年が経過し、当該規則に定める当該行政措置を引き続き
実施する必要があるときは、当該地方の人民代表大会又は同常務委員会に地
方性法規を制定するよう求めなければならない。」（修正案草案第32条）（立
法法第82条）という条件が付される。
　②「人代に立法活動における主導的な役割を発揮させることについて」
　全人代及び同常務委の立法計画、年度立法計画等に関する規定（修正案草
案第16条、第17条）（立法法第52条）、法律案の起草作業における全人代の専
門委員会と常務委の事務機構の活動メカニズムに関する規定（修正案草案第
18条）（立法法第53条）、立法活動における全人代代表の役割の活性化に関す
る規定（修正案草案第17条、第 6 条、第 7 条）（立法法第52条、第16条、第
28条）等にこの方向性が示されている。
　③「立法の科学化、民主化を深く推進することに関して」
　立法の質を向上させること（修正案草案第 1 条）（立法法第 1 条）、市民の
立法過程への参加、法律草案の公開及びそれに対する意見募集の制度化（修
正案草案第10条、第11条、第18条）（立法法第31条、第36条、第37条）、法律
案の審議と表決の方法（修正案草案第 8 条、第14条、第15条）（立法法第30
条、第41条、第43条）、法律案が採決される前後の評価制度等（修正案草案
第12条、第21条、第23条、第24条）（立法法第39条、第60条、第62条、第63
条）が規定された。
　④「行政法規の制定手続の改善に関して」
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　国務院の年度立法計画に対する要求（修正案草案第25条）（立法法第66
条）、行政法規の起草過程において関係機構、組織、人代代表及び市民の意
見を参考にすべきであること、重要な行政管理に関する法律、行政法規の草
案は国務院法制機構によって起草されること（修正案草案第26条）（立法法
第67条）等の規定が設けられている。
　⑤「届出（原語：備案）審査を強化することに関して」
　「全人代の関係専門委員会と常務委の事務機構は届出のあった規範的文書
（原語：規範性文件）に対して自発的に審査を行うことができる」（修正案草
案第37条）（立法法第99条）。「全人代の関係専門委員会と常務委の事務機構
はその審査結果を審査の提案を提出した国家機関、社会団体、企業・事業組
織及び市民に通知し、かつ、一般に公開することができる」（修正案草案第
38条、第39条）（立法法第100条、第101条）。
　⑥「司法解釈を規制することに関して」
　「最高人民法院及び最高人民検察院が制定する裁判及び検察業務における
法律の具体的適用に属する解釈は、主として具体的な法律の条文に照準を
定め、かつ、立法の目的、原則及び本来の意図に合致させなければならな
い。」また、「最高人民法院及び最高人民検察院が具体的な法適用の解釈を行
ったときには、それを全人代常務委へ届け出なければならない。」「最高人民
法院及び最高人民検察院以外の裁判機関及び検察機関は、法律の具体的適用
に関する解釈を行ってはならない。」（修正案草案第41条）（立法法第104条
（63）
）。
　二　72条をめぐる議論
　2014年10月、党の第18期四中全会において採択された「決定」によれば、
「立法権の範囲を明確にし、制度メカニズムと立法手続によって部門利益や
地方保護主義の法律化を有効に防止すべきである。部門間において大きな対
立のある重要な立法事項に関して、決定権を持つ機関は第三者機関による評
議を導入し、諸方の意見を参照しながら、総合調整をしたうえで決定を出す
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べきであり、引き延ばすことがあってはならない。法解釈の領域に力を入
れ、法律規定の意味と法適用の根拠を予め明確化する。地方の立法権限と範
囲を明確にし、法律に依って区を持つ市に地方立法権を付与する
（64）
。」（下線は
筆者）とされる。
　このような党の意思を法制度上に反映させたものが、今回の立法法の改正
である。すでに紹介したとおり、2000年に立法法が制定された当時、地方立
法権を持つ主体は、省、自治区、直轄市及び国務院が指定した比較的大きな
市（省、自治区の人民政府の所在地の市と経済特区所在地の市も含む）に限
られていたが、今回の改正によってはじめて、地方立法権がすべての「区を
持つ市」（計282個）にまで及ぶようになった。「地方立法権の拡大」、より正
確に言えば、「地方立法権の制定主体の範囲の拡大」が今回の法改正の最も
注目すべきところであると思われる。すなわち「区を持つ市の人民大代表大
会及びその常務委員会は当該市の具体的な状況及び実際の必要性に基づき、
憲法、法律、行政法規及び当該省・自治区の地方性法規に抵触しない限り、
（当該地域における〔―筆者注〕）都市・農村部の建設とその管理、環境保護
及び歴史文化保護に関する事項について地方性法規を制定することができ
る。（以下略）」（第72条）。次に、この「地方立法権拡大条項」が草案審議過
程においてどのような問題点と議論を経たかについて、紹介する。
　（ 1 ）常務委において
　2014年 8 月29日午後、第12回全人代常務委第10期会議において立法法修正
案草案の 1 回目審議が行われた。地方立法権拡大条項に関する議論は、主に
「法治主義論」と「立法能力論」の対立として整理することができる。
　「法治主義論」とは、地方（の人代）に立法権を付与することによって、
当該地域における行政権力に制限をかければ、法に基づく行政（依法行政）
を実現することが期待でき、地方行政における人治から法治への転換及び社
会主義法治国家の建設にも資するという考え方である。
　たとえば、山東省選出の全人代代表の高明芹は、地方立法権の拡大条項に
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ついて大きな期待を寄せている。「現在の法律では社会管理の隅々まで規律
することは不可能であるので、各地域はそれぞれの実情に沿って法規を制定
し、直面している問題を有効に解決すべきである。一定の規範（地方立法
〔　筆者注〕）があれば、具体的な（行政〔　筆者注〕）行為を縛ることがで
きる。たとえば、城管
（65）
が法律を執行する際の問題について、（中略）地方立
法権が付与されれば、都市における日常的な法律執行行為も、実施可能な具
体的根拠規範を持つことが可能となり、文明執法（穏便に法を執行する〔　
筆者注〕）、依法執法（法規範に基づく法の執行〔　筆者注〕）にとって大い
に役に立つであろう。各地の改革状況や社会発展状況はまちまちであり、立
法（地方レベルのそれ〔　筆者注〕）による確認が必要である。さらに、地
方に立法権が付与されたら、地方における政策の継続性の問題も有効に解決
でき、地方指導者の入れ替えによる統治方針の変更を避けることもできる
（66）
。」
と述べた。これは、行政の根本原則である「法律による行政」を議論のキー
ワードとしており、今まで地方立法権（主に地方性法規制定権）を有してい
なかった一般都市における法執行の問題、直接言及してはいないものの、お
そらく紅頭文件による行政の弊害を意識した発言であると思われる。一般都
市は直轄市や比較的大きな市と違って、地方立法権を有していなかったため
地方行政の根拠として、 往々にして紅頭文件を援用しがちだったからである。
　他方、「立法能力論」とは、地方（特にその人民代表大会）は経済条件や
その他の要因ゆえに未だ十分な立法能力を備えておらず、法規範の制定を認
めても、上位法のただの繰り返しであったり、上位法に反するものであった
り、あるいは地方の行政が直接立法を行うことが多かったりすることを理由
に、地方立法権拡大に消極的姿勢を示した委員たちの主張である。
　たとえば、全人代常務委の梁勝利委員は、「まず、比較的大きな市という
概念に関して、国務院はどのような基準によってそれを指定したのか。経済
規模と人口の数か？それとも立法に関する必要性と可能性か？……一部の地
域は立法に関する専門的能力を備えていないにもかかわらず、立法権を付与
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されたのに対し、一部の能力のある都市は逆に立法できないままである。し
たがって、当該地域の地理的位置、立法能力の養成状況及び人口の規模によ
って、具体的に立法権付与の有無の区別をした方がより適切であろう
（67）
。」と
述べ、 すべての区を持つ市に区別なく地方立法権を与えることに反対した。
　劉政奎委員は、区を持つ市に地方立法権を付与する必要性は低いと論じ
た。「現在では、法律体系がすでに形成されており、立法作業もどんどん専
門化しつつあり、地方が立法する余地は縮小している。さらに、各省、自治
区の人代の常務委が作った法規はその内容が上位法と重複することが多く、
その一部は関連上位法の内容を組み替えただけのものである。もし立法権を
より下位の地方に下放したら、このような重複現象は増える一方であろう。
地域の特別な需要については、当該地域の省か自治区の人代常務委が単独立
法すれば対応できる。」また、現在の省、自治区の人代常務委の立法は大体
その同級の行政機関が提出したものであり、人代が積極的に法規範を作る割
合はきわめて少ない。このような行政部門による立法はそれぞれの部門の利
益を正当化するきらいがあり、もし地方立法権をさらに下放すれば、このよ
うな状況がより深刻になってしまうと指摘する。最後に、市レベルの人代常
務委はその立法能力がまだ比較的に低く、しかもすぐにそれを強化すること
も不可能であるから、立法の質を保証できなくなり、地方の立法が上位法と
衝突し、市民の基本的な権利の侵害が生じることも十分ありうると説いた
（68）
。
　王毅委員は、地方立法権の主体の拡大は重要であるが、それに応じて地方
立法機関の立法の質も上げなければならないとし、やはり地方の立法能力に
疑問を呈している。「現在の地方立法の状況を見れば、その質は高くないの
が現実であろう。環境保護に関する立法を例にすると、北京、湖北、貴州等
の地域の大気汚染防止、生態文明建設などに関する立法にはいずれも致命
的瑕疵があり、その中の一部はあまりにも根本的なものである。」この問題
を解決するために、王は地方立法機関（地方人代のこと〔―筆者注〕）に指
導し、地方の立法能力を高める規定と地方立法に対する審査手続の規定等を
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設けるべきであると主張する
（69）
。これと類似の問題意識の下で陳建国委員も、
「国家における法制の統一を守り、国家体制を維持し、地方の分裂を防ぐた
めには」、地方の作成した法規範、特に都市建設や都市管理に関する立法を
省の人代常務委が審査し、その承認を経た後に、それを全人代常務委に送付
して届け出るような手続が必要であると主張している
（70）（71）
。
　（ 2 ）代表大会において
　2015年 3 月 8 日からの 1 週間、全人代において立法法修正案（草案）の審
議が行われた。 2 回にわたる常務委の審議を経て、「地方立法権拡大」条項
が実質的に定着したのか、代表大会の審議においては、常務委審議における
「立法能力論」は姿を消して、基本的には「法治主義論」とほぼ同様の主張
が繰り返して強調された。代表大会審議における「法治主義論」の代表例は
次のようなものである。
　全人代代表・湖北省荊州市市長の李建明は、「区を持つ市に立法権を付与
することによって、社会経済の発展において根拠となる法規範が存在しない
大量の事務を処理できるようになり、それと同時に地方政府に、法に基づく
行政を行わせるように機能する
（72）
」と述べた。また、全人代代表・山東省済寧
市党委員会副書記・市長の梅永紅は、自分の選出地方の具体例を引き合いに
出し、地方官僚の法意識に言及しつつ、地方立法権拡大条項の重要性を唱え
た。「済寧市は資源型都市であり、石炭の採掘に関する国家法律といえば、
鉱産資源法、土地保護法、物権法、環境保護法などがあり、（山東）省レベ
ルでも関係法規と条例が制定されてはいたが、これらの法規範の関連条文は
具体性・明確性を欠き、あるいは時代遅れであり、さらには相互に抵触し合
う場合もある。多くの同志たち（地元の官僚〔　筆者注〕）は法律をどうで
もいい存在として受け止め、法律は法律、石炭管理行政は石炭管理行政と割
り切り、その結果、こうして土地が沈み込み、農民が土地を失い、生態環境
が破壊され、地質構造が変化するまで多くの問題が放置され、無限の後遺症
が残るに至ったのである。」区を持つ市に地方立法権が付与されれば、憲法
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及びその他の上位法が規定した基本原則の枠組みの下で、地方がより明確で
規範性の高い地方性法規を制定することによって、国家の法規のより適切な
実施がなされるようになり、法治国家の実現に大いに貢献するだろうと梅は
期待した
（73）（74）
。梅は、こうして済寧市における紅頭文件による石炭管理行政の重
大な弊害を訴え、地方立法権の付与によって地方行政の恣意に対する法的拘
束の必要性を力説している。
　三　検　討
　（ 1 ）「妥協」としての72条
　全人代官僚による草案の「説明」（「中華人民共和国立法法修正案（草案）
に関する説明」。本論文Ⅱの一参照）の前半部分によれば、「国家における法
制の統一の維持と完全な法規範体系の形成」、「社会主義法治国家の建設」が
今回の立法法改正における当局の意図だと思われる。さらに、その後半部分
における法改正の概要の説明から、その全体的基調として法に基づく国家統
治（依法治国）が強調され、あるいはそれへの接近が図られていることがわ
かる。たとえば、全人代の国務院への授権立法に対する制限条項、租税法律
主義の確立、立法活動における全人代代表の役割の活性化に関する規定、全
人代の監督権の強化＝特に規範的文書に対する全人代の関係専門委員会と常
務委の事務機構における審査、国務院各部・委員会の部門規章に対する制
限、地方政府規章に対する制限等にその傾向は表れており、そして、何より
も地方立法権拡大条項にそれは顕著である。
　これらの散在している条文から、行政の恣意を防ごうという法に基づく国
家統治（依法治国）や法に基づく行政（依法行政）の原理への強い志向を容
易に見て取ることができる。このような意図は、まさに党中央の意思の反映
としての立法者の意思であると言ってよい。
　ところで、常務委における審議においては、委員・代表たちの間で法治主
義論者と立法能力論者が対立していた。前者の主張は今回の法改正における
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当局の意図と共通する部分が多い。ただし、重点の置きどころが微妙に違っ
ている。法治主義論者はミクロの見地から法規範（地方性法規）に基づく地
方行政を強調しているのに対し、当局はマクロの観点から地方行政に止まら
ず国家全体における法治化ないし法秩序の安定の重要性を示したのである。
他方で、立法能力論者は地方立法権の拡大に消極的な姿勢を示した。この対
立の理由の一つは、それぞれの論陣を張っている代表・議員たちの出身・職
業に関係しているように思われる
（75）
。法治主義論者は、全人代代表であること
が多く、しかも地方都市の知識層＝都市インテリ（弁護士）や一般都市の官
僚が多い。地方都市の知識人や、今まで地方立法権を有していなかった一般
都市の良識
（76）
ある官僚たちは、誰よりも地元における紅頭文件行政の弊害を熟
知しているので、法治主義の必要性を誰よりも切実に感じているように思わ
れる。これに対して、立法能力論者は、全人代常務委の委員であることが多
く、しかも国の立法官僚（全人代専門委員会委員）や広域的地方（省・自治
区・直轄市）の官僚が多い。彼らにとって、基礎的地方（一般都市）は相対
的に遠い存在である。彼らは自分にとって身近な広域的地方においてすでに
認められている地方立法権の運用の現実（直轄市である上海の例を参照）を
念頭に置き、そこで生じている種々の問題（たとえば、地方性法規と上位法
との衝突）を想起して、その先入観によって地方立法権の更なる「下放」に
対して心情的に警戒感をもち、それに抵抗しているように思われる。対立
は、このように生じたと考えられる。
　常務委の審議段階においては、両者の激しい対立が存在したと言ってもよ
いが、代表大会の審議段階に入ると、立法能力論者はほぼ姿を見せなかっ
た。しかし、それは決して立法能力論者たちが「負けた」ことを意味しな
い。「少数者」である立法能力論者たちの意見も反映され、区を持つ市（比
較的大きな市と一般都市）の地方立法権（地方性法規制定権）に制限がかけ
られたからである。まず、立法範囲が限定された。地方立法権の付与と同時
に、その範囲は、「都市・農村部の建設とその管理、環境保護及び歴史文化
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保護に関する事項」（立法法第72条）に限定されたのである。次に、付与は
段階的に行われることになった。全国すべての一般都市に直ちに地方立法権
が一斉に付与されるのではなく、それぞれの省の行政区域において段階的に
付与されていく。つまり、「省・自治区の人民代表大会の常務委が当該省・
自治区の管轄する区を持つ市の人口、面積、経済社会発展状況及び立法の必
要性、立法能力等の要素を総合考慮し、ほかの区を持つ市（一般都市のこと
を指す〔　筆者注〕）が地方性法規を制定できるまでの具体的な段取りと時
期を確定」（立法法第72条）するのである。さらに、承認の要件が設けられ
ている。今回の法改正による一般都市までの地方立法権は、以前の比較的大
きな市のそれと同じく、いったん制定された地方性法規は施行までに、その
上級の人代＝省・自治区の人代の常務委の承認を受けることを要件として課
されている。この制限も立法法72条に盛り込まれた。こうして、多数者であ
る法治主義論者たちの主張が採用され、一般都市まで地方立法権が付与され
ることになったものの、少数者である立法能力論者たちの意見も同時に地方
立法権に対する制限として条文の中に反映されているのである。したがっ
て、 改正後の立法法72条は、 妥協の産物であるように思われる。
　ちなみに、元々党中央は「（社会主義）国家における法制の統一と完全な
法規範体系の形成」を立法法改正の目的の一つとして掲げていた。それは、
立法能力論者たちの主張とある程度平仄が合うものであったように思われ
る。そういう意味で、立法法72条の「運命」は法律草案が審議される前の段
階で既に決められてしまったと言えるかもしれない。
　（ 2 ）地方立法権拡大の意義
　1949年以降の中国は、改革・開放を節目として大きく変化した。それまで
の時代は、スターリニズムの全般的吸収による統治が行われ、高度な中央集
権制が築き上げられていた。経済の視点から見れば、1978年以降の改革・開
放は、まさに国に権力が集中しすぎていた計画経済時代の体制を克服しよう
とする方策であった。ところで、改革・開放よりはるかに早い1956年の段階
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で、毛沢東は「論十大関係」という著名な講話の中で初めて中央と地方分権
の問題について言及し（講話第 5 節）、中央と地方の関係を一つの矛盾とし
て認識し、この矛盾を解決するためには中央の統一した領導を前提として地
方の権力を適宜拡大し、地方により多くの独立性を認め、より多くの事務を
地方に任せるべきであると述べていた。彼によれば、中国は大国であるがゆ
えに、人口は膨大であり、状況も複雑であるから、分権的な管理（毛が言う
「二つの積極性」）は集権的な管理（「一つの積極性」）よりも優れている。毛
は「我々はソ連のように何でもかんでも中央に集中してはならない」とまで
明言した
（77）
。毛沢東は中央と地方の弁証法的な関係を認め、ある程度憲法的な
発想を持っていたにもかかわらず、それを制度化しようとはしなかった
（78）
。毛
の建国初期における構想が制度的に実現し始めたのは、鄧小平の時代になっ
てからであった。
　1979年地方組織法による省・直轄市への地方立法権の付与及び1982年憲法
によるその確認（＝憲法100条）は、まさにこのような歴史的経緯を背景に
していた。直轄市・上海への立法権の「下放」を、その後の流れの起点に位
置付けることができる。「比較的大きな市」の指定、2000年立法法の制定、
そして今回の立法法の改正のいずれもこのような歴史的経緯に連なってい
る。それは一言でいえば、「上から下へ」という国家による漸進的な地方分
権化の政策にほかならない。その究極的な動因は、市場メカニズムの導入に
よる地方経済の格差の拡大と各地方における経済発展の需要にあると思われ
る。「改革・開放以前の時代では、統一した計画経済体制が施行され、社会
的な事務はほぼすべて国の管理の下で行われていた。地域間における経済と
社会の発展水準に差があったとしても、それが合理的な範囲内にとどまるか
ぎり、地方により多くの立法権限の需要は生じなかった
（79）
。」しかし、改革・
開放以降から状況が一転し、地域間の経済発展の格差が急速に拡大していく
中で、国の立法は地方的な事務のすべての領域を包摂しきれなくなるが、増
大する地方の実質的な事務量を処理する法的な手段を地方は有していないと
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いう矛盾が顕在化する。この矛盾を解決するために、国は地方の法的手段に
対する需要に応えて地方立法権を「下放」せざるを得なくなったのである
（80）
。
　一方、歴史の経験から見れば、地方立法権が付与されたからといって、そ
れが完璧に機能するとは言い難い。本稿第Ⅰ章で紹介した上海のような直轄
市での地方立法権の行使の現状を想起すればよい。その根本的な原因は、地
方政府の民主的統制の問題に帰着すると思われる。中国における地方制度の
問題点はさまざま存在しているが、立憲民主主義諸国の地方自治制度に比べ
たときに、最も指摘すべき点は地方立法権主体の地位の問題である。たとえ
ば、日本の地方自治と比較しても、地方公共団体の民主的正統性が欠如して
いるのである。日本国憲法は地方自治に憲法的価値を認め、長と議会の直接
公選制（第93条）を定め、住民自治を制度化しているが、現在の中国では、
「地方自治」といえるほどのものはまだ萌芽的な段階にとどまっており、住
民自治の制度化、そして、地域の住民の意思による地方の統治という理念を
定着させることなどは遠い将来の話のようにしか思えない状況である。「誰
が立法をしているのか？誰のために立法するのか？
（81）
」という学者の問いかけ
は非常に意味深長である。前者は団体自治を、後者は住民自治を示唆してい
るように思える。今日の中国の政治体制の下で、「地方立法は高度な集権下
における道具的な自治
（82）
」に過ぎず、「地方立法の前提と過程及びその結果は
いずれも民主主義的な（制度）条件の完備を要求するが、（今日の中国にお
ける）民主主義的基盤の脆弱性が地方立法のあり方を根本的に制約してい
る
（83）
」という見方も存在する。この見解に従えば、民主主義的要素の乏しさが
地方の立法能力を質的に弱め、団体自治と住民自治という地方自治の二つの
テーゼの実現を阻止することになる
（84）
。「この点は、すでに地方立法権を行使
してきた省レベルの人代及びその常務委と、比較的大きな市の人代及びその
常務委が呈した状況から立証できる
（85）
」と説く。確かに、上海における地方立
法権行使の経験に鑑みれば、地方立法権そして地方自治をうまく機能させる
ためには、人民代表大会制度
（86）
（さらに選挙制度）の改革を視野に入れるべき
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である。したがって、中国における地方自治の実現を段階的に進めていくの
であれば、第一段階で法治行政を実現し、第二段階で地方における民主主義
制度の充実を図っていくということになるだろう。改革・開放から35年以上
も経った現在、「上から下への地方分権」が2015年の立法法改正を契機に一
定程度達成できたとすれば、今後は「下から上への民主主義」、すなわち、
区を持つ市
（87）
を中心とする住民自治・民主主義諸制度の充実が課題になる。工
業化・都市化の完成段階へどんどん近づいている中国は、今後は都市を起爆
剤として改革の国策を断固進めていくべきではないか。
　さて、今回の立法法改正による地方立法権の拡大の現実的な意義はどこに
あるのか、特に今後の地方行政のあり方に対してどのような影響を与えるの
か。
　本稿第Ⅱ章の一で紹介したとおり、今回の立法法改正では、国務院の各
部・委員会による部門規章（80条）及び地方政府規章（82条）の権限に対し
て法的制限が設けられたが、後者に特に注目したい。当該条文は、「地方政
府規章は、法律、行政法規及び地方性法規の根拠なしに、市民、法人及び
その他の組織の権利を制限し、又はその義務を課す規範を設けてはならな
い。」とし、他方で、各地域の実情によって地方性法規より先に制定された
地方政府規章に関して、その規章の実施から満 2 年が経過し、引き続き実施
する必要があるときは、当該地方の人民代表大会又は同常務委員会に地方性
法規を制定するよう求めなければならないと規定しているが、そこには、行
政機関が最も「愛用」している「紅頭文件」の姿は見えない。この問題に関
して、2015年 3 月 9 日に行われた第12回全人代第 3 期会議の記者会見で、あ
る記者が違法な「紅頭文件」の今後の位置付けに関する質問をしたのに対
して、全人代常務委法制工作委員会副主任の鄭淑娜は、「いわゆる『紅頭文
件』は、地方政府規章ではないから、立法法の規制範囲に属さない
（88）
」と明言
したものの、「（紅頭文件は〔　筆者注〕）法律、法規の根拠がなければ市民
の権利を制限し、又はその義務を課す規範をなおさら設けてはならない。わ
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が国の監督法の規定によれば、人代常務委は同級の人民政府の出した決定、
命令が法律、法規に適合するか否かを審査することが出来る。もし関係内容
が法律、法規の規定に適合しない場合、人代はそれを取り消す権限を持つ。
（党の〔　筆者注〕）四中全会では地方が立法の性質を帯びる行政文書を制定
することを禁じることが特に強調され、行政機関が法的根拠のない権限を設
定することは認められない。……もちろん、ここで言っている決定は規章を
含むだけでなく、『紅頭文件』をも含み、さらに行政機関が権力を行使する
ときに行った具体的な行政決定をも含む
（89）
。」（下線は筆者）と鄭が付け加えた
のである
（90）
。
　以上のように立法法82条は、一般都市に対して地方政府規章の制定権を付
与すると同時に、それに対する制限も設けた。この条項は地方立法権拡大条
項である72条とセットになっているように思われる。地方性法規は地方立法
であり、地方政府規章は地方行政立法であるが、地方政府の制定した紅頭文
件は非立法的行政文書に過ぎない。今回の法改正によって地方政府規章には
必ず地方性法規の根拠が求められ、規章の実質的内容に関しても制限がかけ
られたのであるから、今後、地方政府規章よりも効力の低い紅頭文件に基づ
く行政がますます行いにくくなるのは必至であるように思われる。本稿の第
Ⅰ章で直轄市上海における地方立法権の運用状況の紹介を行ったが、そこで
指摘した 2 つの問題点（地方政府規章の偏重と非立法的規範の存在）は今回
の改正によって解消されるかもしれない。広域地方である上海市の地方性
法規制定権（1979年地方組織法の成立により付与）と地方政府規章制定権
（1982年地方組織法の改正により付与）は長年同時に存在していながらも、
互いに上下関係のない状態で「仲良く」行使されてきた。しかし、その実態
は、上海市における地方行政の現実が示しているように、規章への一方的偏
重であった（前章参照）。上海を初めとする大都市の今までの経験に対する
反省からであるのか、今回の法改正は、地方性法規（人代）と地方政府規章
（行政府）との事実上の力関係を逆転させようとするものである。両者の関
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係が、以前のような並行関係ではなく、地方性法規への地方政府規章の従属
という上下関係であることを明確にしたのである。これは原理的な大転換で
あり、それゆえに地方立法権に関する今までの大都市の実例は、一般都市に
とってはほとんど参考にならないのである。
　72条の地方立法権拡大条項は、直轄市や比較的大きな市とは異なり、一般
都市にとっては「無」から「有」への変化を意味するものであり、質的な飛
躍である。今後は、72条と82条とがあいまって相乗効果を一般都市に与えて
いくと思われる。経済規模が大都市ほど大きくない一般都市の行政現場にお
いて主要な行政領域と思われる「都市・農村部の建設とその管理、環境保護
及び歴史文化保護に関する事項」（72条）が地方立法権の対象事項とされた
結果、当該地方の人代の地方性法規によって地方政府の活動は広範に法的規
律のもとに置かれ、地方政府規章や紅頭文件に対して抑制効果が発揮されて
いくことになるであろう。そのような意味で、今回の法改正の地方立法権拡
大条項は、法治行政の進展をもたらす契機として高く評価すべきものであ
る。法思想・法観念の定着は極めて時間を要する作業であるが、その第一歩
として法制度の整備は重要な意味を持つ。制度という土俵がなければ、議論
すらできないからである。今回の地方立法権の拡大は、紅頭文件行政に対す
る直接的な抑制作用よりも、それを抑制可能にする制度枠組の整備として画
期的な意義を持つのではないかと思われる。
跋
　本稿は、2015年 3 月の立法法改正を、中国における地方立法権の拡大の一
つの節目として位置づけ、その意義を検討した。
　ところで、立法法の地方立法権拡大条項（72条）によって一般都市に付与
される地方立法権は、「条件付」のものである。比較的大きな市の従来の地
方立法権と同様に、そこでの地方性法規の制定は、上級の人代常務委の承認
を要する。これはまさに学説の主張する「半立法権」にほかならない。承認
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制を廃止して届出制に変えることによって、一般都市も比較的大きな市も直
轄市と同じような完全な立法権を獲得することが、今後の課題になると思わ
れる。また、現行憲法は直轄市の地方立法権に関してしか規定を置いておら
ず、他の都市の地方立法権は法律レベルの保障しか受けていないので、これ
を憲法的に保障することも必要になろう。そして、日本国憲法第 8 章のよう
に「地方公共団体」という概括的な文言で直轄市、比較的大きな市及び一般
都市等をすべて包括し、地方都市全般に団体自治権を認めるべきであると思
われる。さらに、民主主義の観点からは、地方立法権の付与だけでなく、人
民代表大会制度の抜本的な改革をも伴って地方自治を一層推進していかなけ
ればならないと思われる。
　総じていえば、今次の立法法改正によって、全国すべての一般都市まで地
方立法権が付与され、中国における「基礎的地方公共団体」に地方自治の種
が蒔かれたといえよう。今後の地方行政の実務や運用を見守りたい。
（ 1 ）このような見解に対し、中央では政治的で儀礼的な「皇権」、地方では強力な
「紳権」による並立的統治が行われてきたという見方もある。詳細は、費孝通『郷
土中國』（三聯書店、1948年）、呉晗＝費孝通ほか『皇権輿紳権』（上海市観察社、
1948年）を参照。また、日本の東洋史研究においても早い時代からすでにそのよう
な主張をなした学者がいる。要するに、中国で革命を成功させるためのカギは、郷
土社会における「父老」階層にあり、「父老収攬」は成功の秘密であるとされる。
中国において「生命あり、体統ある団体は、郷党宗族以上には出でぬ。この最高
団体の代表者は、すなわち父老である」と説かれる。内藤湖南『支那論』（文藝春
秋、2013年）17頁。
（ 2 ）いわゆる、「外儒内法」（表面的には儒家の提唱した「王道」や徳治主義などを
大義名分として掲げつつ、国家統治の現場では韓非子の言う「法」を以て国を治め
る）という統治システムであり、内部統治における「法」の実現はまさに成熟した
律令制として制度的に表現されていると思われる。中国の古典的な「法治主義」に
ついては、江利紅『現代中国の統治機構と法治主義』（中央経済社、2012年）49～
50頁を参照。
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（ 3 ）本稿では、 2 つの特別行政区（香港、澳門）と 5 つの少数民族自治区（新疆、
寧夏、広西、内モンゴル、西蔵）を除く特別法が設けられていない地域（省・直轄
市）を「普通地方」と呼ぶ。
（ 4 ）ここでいう「地方立法権」は、当該都市の人民代表大会が有する地方性法規制
定権と同人民政府が有する規章制定権の両方を指すものである。
（ 5 ）現在では「比較的大きな市」は「22の省庁所在地の市、 5 つの自治区の区庁所
在地の市、 4 つの経済特区と18の国務院がそもそも指定した『比較的大きな市』」
のことを指す。涂縵縵「『較大的市』完整立法権探論」交大法学2014年第 3 期、41
～42頁。なお、「比較的大きな市」という概念の意味の変遷、法制度上の沿革及び
その問題点等について、同論文を参照されたい。
（ 6 ）例外も存在する。たとえば、広東省東莞市、中山市、海南省三沙市、儋州市と
甘粛省嘉峪関市は区を持たない「地級市」であるが、今回の立法法改正によりすべ
ての区を持つ市と同様に地方立法権が付与された。
（ 7 ）さらに、1986年の地方組織法の改正により、省・自治区の人民政府所在地の市
と国務院が指定した「比較的大きな市」の人代及びその常務委に地方性法規の草案
起草権ではなく、地方性法規制定権が付与された（人代につき 7 条、常務委につき
38条）。ただし、省レベルの人代及び常務委の地方性法規制定権と比べれば、上記
両種類の市の権限には、「省・自治区の人代の常務委の承認（原語：批准）を要す
る」という制約がかけられている。これを、学界では「半立法権」、「準立法権」と
呼んでいる。
（ 8 ）地方組織法自体は、1986年改正の後、1995年と2004年に改正され、今日に至っ
ている。現行条文としては、第 7 条が①省・自治区・直轄市の人代の地方性法規制
定権、②省・自治区の人民政府所在地の市と国務院が指定した比較的大きな市の人
代の地方性法規制定権（ただし承認制）を規定し、第43条は、第 7 条に規定されて
いる制定権を有する各地方の人代の常務委（下線は筆者）の地方性法規制定権（第
7 条①の地方の場合は完全な地方性法規制定権、②の場合は条件付きの地方性法規
制定権）を規定している。
（ 9 ）2000年立法法制定当時の議論に関する日本語の先行研究として、加茂具樹「『立
法法』の制定過程における諸議論と人民代表大会の機能の変化」民主主義研究会紀
要第29号（2000年12月）を参照。
（10）中国語「下放」とは、本来は毛沢東時代の都市部における若い知識人（知識青
年／知青）たちが毛主席の教導に応え広大な農村部に行って人民大衆と共同生活を
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営みながら自分の精神と肉体を鍛える（改造する）ことを表現する用語であるが、
現在ではその意味は拡張され、上から下へなど、より一般的な意味として使われて
いる。
（11）便宜のため、本稿で扱う地方立法権は、地方の人民代表大会（日本の地方議会
に当たる） の地方性法規制定権 （日本で言えば条例制定権） だけに限るものとする。
（12）今回の立法法改正まで、地方立法権を有する都市は、直轄市以外には「比較的
大きな市」であった。今回の改正を経て、直轄市以外の都市を一律に「区を持つ
市」と称するようになった。改正前の2000年立法法が言う三種類の「比較的大きな
市」はいずれも地方経済都市であった。たとえば、①広東省広州市（省・自治区の
人民政府所在地の市）、②深圳市（経済特区所在地の市）、③青島市、蘇州市（国務
院が指定した「比較的大きな市」）などが挙げられる。「比較的大きな市」の持つ地
方立法権の態様はまちまちである。前も紹介したように、1982年の地方組織法は①
と③の都市に地方性法規の草案起草権を付与したが、地方立法権自体を与えたわけ
ではない。1986年の改正地方組織法はようやく上記都市に地方性法規の制定権を
付与したが、「省・自治区の人民代表大会の承認」という制限を同時に規定してお
り、2000年の立法法もこの規定を継承している。今回の立法法改正においても、す
べての区を持つ市の地方立法権に関してまた同様の制限が踏襲されている。このよ
うな「半立法権」的な制限を撤廃し、「比較的大きな市」ないし一般都市にも直轄
市と同じ独立した完全立法権を承認すべきだと主張する学者が多い。「比較的大き
な市」の地方立法権に関する先行研究について、宓雪軍「半個立法権弁析」現代法
学1991年第 6 期、湯唯＝畢可志等著『地方立法的民主化與科学化構想』（北京大学
出版社、2002年）、江流＝羅志先＝夏平華「論準立法権　兼與深圳立法権比較」法
律科学1994年第 3 期、涂縵縵「『較大的市』完整立法権探論」交大法学2014年第 3
期を参照。
　　ところで、「比較的大きな市」における「地方立法権」（半立法権）の蓄積は直轄
市と比べれば圧倒的に浅いので、本稿の扱う素材としては適切性を欠くと判断し、
それを除くことにした。なお、「比較的大きな市」における地方性法規の制定状況
に関して、省・自治区の人民政府所在地の市の場合は、たとえば、広東省広州市人
民代表大会ホームページ：http://www.rd.gz.cn/page.do?pa=ff8080814501d8df0
1450782375e311f&guid=5e5cf3ccf84e44ae8857cce9851e3a38&og=ff8080814501d8d
f014507e388eb396a（最終アクセス：2015年11月25日）が参考になる。経済特区の
場合は、たとえば深圳市の地方立法に関する研究について、楊龍芳「論深圳経済特
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区地方立法創新的歴史、特色與前景」深圳大学学報（人文社会科学版）vol.21No.2
（2014年 3 月）を参照されたい。
（13）丁偉「承前啓後継往開来　激情譜写上海地方立法的華彩楽章」上海人大2014年
増刊、61頁。なお、著者は上海市人民代表大会法制委員会副主任委員兼同市人民代
表大会常務委員会法制工作委員会主任。本論文は、2014年 9 月に上海で行われた
「人民代表大会成立60周年を記念する大会」の理論検討会における発言に基づき、
雑誌『上海人大』に収録されたものである。
（14）丁偉、同上、61～62頁。
（15）史建三＝呉天昊「地方立法質量：現状、問題與対策　以上海人大地方立法為
例」法学2009年第 6 期、103頁。
（16）鄭輝「上海人大立法三十年：歴程、経験、前瞻」人大研究2010年第 5 期（総第
221期）、25頁。
（17）たとえば、中華人民共和国道路交通安全法76条は、機動車（英語：motor 
vehicle）と非機動車あるいは歩行者との間の交通事故に関して、「①非機動車側あ
るいは歩行者側に過失がない場合、賠償責任は機動車側がこれを負担する。②非機
動車側あるいは歩行者側に過失があると立証される場合、その過失の程度によって
機動車側の賠償責任が軽減される。③機動車側に過失がない場合、10％以下の賠償
責任を負担する」（番号は筆者）と、ごく大雑把な規定しか設けていない。これに
対して、上海市の同条例は、上記の責任を「機動車側が事故の責任を有する場合の
賠償責任」（ 6 条）（＝上記①と②の場合に対応）と「機動車側が事故の責任を有し
ない場合の賠償責任」（ 7 条）（上記③の場合に対応）に二分し、前者に関して、機
動車側が当該事故において有する責任の軽重をさらに細分化し、それぞれの責任の
様態に応じて機動車側に異なる程度の損害賠償責任を課している（全部責任→100 
％賠償、主要責任→80％賠償、同等責任→60％賠償、副次責任→40％賠償）。ま
た、後者に関して、機動車側は事故自体の責任は有しないが、10％以下の賠償責任
を課される法律規定が存在しているから、上海市の同条例はこの状況をさらに二分
して、①高速道路や高架道路及びその他の封鎖された道路で起こされた事故の場
合、機動車側に 5 ％の賠償責任を課し、ただし賠償金額は 1 万元を超えないものと
する、②その他の道路上の事故の場合、機動車側に10％の賠償責任を課し、ただし
賠償金額は 5 万元を超えないものとすると規定している。
（18）これら一連の条例に関して、参照した文献は、前掲注16鄭輝「上海人大立法三
十年：歴程、経験、前瞻」24頁及び前掲注15史建三＝呉天昊「地方立法質量：現
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状、問題與対策　以上海人大地方立法為例」104頁である。
（19）史建三＝呉天昊、前掲注15、104頁。
（20）史建三＝呉天昊、前掲注15、104頁。
（21）史建三＝呉天昊、前掲注15、104～105頁。
（22）苗連営「試論地方立法工作中『不抵触』標準的認定」法学評論1996年第 5 期総
第79期、58頁以下参照。さらに、社会主義国家の法制度の統一性の観点から、「地
方立法が中央の法律法規を補足し、具体化するものとして国家の法体系の一部とし
て位置づけられているにすぎない」と主張する論者もいる。詳細は、趙肖東「中国
の地方人民代表大会の制度的構造と実際的機能　地方立法、民族自治地方立法、法
律監督を中心に　」一橋法学第 5 巻第 1 号（2006年）38頁。
（23）史建三＝呉天昊、前掲注15、95頁の図表を参照。
（24）史建三＝呉天昊、前掲注15、96頁。
（25）史建三＝呉天昊、前掲注15、96～97頁。以下で挙げる例もすべてこの文献から
の紹介引用である。
（26）「規範性文件」に関しては、後に詳しく検討する。
（27）「上海市郷人民政府工作暫行条例」第 8 条第 3 項：「社会主義的な全人民が所有
する財産と勤労大衆の集団が所有する財産を保護し、市民個人が所有する合法な財
産を保護し、集団経済組織が持つべき自主権を保障し、行政管理を通じて、合作型
経済の発展を推奨、指導、援助し、請負経営責任制を完備させ、私営経済を誘導、
監督、管理し、自営業経済を指導、援助、監督し、農村経済の発展を促進する。」
（和訳と太字は筆者）。
（28）中華人民共和国憲法修正16条（1999年）：「憲法第11条：『法律が定める範囲内の
都市及び農村の勤労者自営業経済は、社会主義公有制経済を補充するものである。
国家は自営業経済の合法的権利及び利益を保護する。』『国家は行政管理を通じて、
自営業経済を指導、援助そして監督する。』『国家は法律が定める範囲内において私
営経済の存続と発展を認める。私営経済は社会主義公有制経済を補充するものであ
る。国家は私営経済の合法的権利及び利益を保護し、私営経済に対して誘導、監督
と管理を行う。』を『法律が定める範囲内の自営業経済や私営経済等の非公有制経
済は、社会主義市場経済の重要な構成部分である。』『国家は自営業経済、私営経済
の合法的権利及び利益を保護する。』『国家は自営業経済や私営経済に対して誘導、
監督と管理を行う。』に修正する。」（和訳と太字は筆者）。
（29）史建三＝呉天昊、前掲注15、97頁。
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（30）孫曉東＝朱力宇「北京市與上海市地方立法的比較分析」北京社会科学2013年第
1 期、33頁以下参照。
（31）屈茂輝「我国上位方與下位法内容相関性実証分析」中国法学2014年第 2 期、124
頁以下参照。
（32）屈茂輝、同上、126頁。
（33）ところで、大都市は地方立法権（地方性法規制定権）を有するにもかかわら
ず、それが活かされておらず、地方当局はあえて行政立法である地方政府規章に依
存し、ひいては非立法的規範である紅頭文件まで持ち出し地方行政の現場に臨んで
いるのは、一体なぜだろうか。きわめて抽象的で不毛な議論になりがちではある
が、筆者はあえて二つの原因を指摘しておきたい。
　　第一に、樋口陽一が約半世紀前に、『近代立憲主義と現代国家』（勁草書房、1973
年）の中で指摘したことであるが、近代立憲主義の現代的変容の特徴の一つである
行政権の強化あるいは行政国家化である。行政国家化は戦後における世界的普遍的
な趨勢であり、必ずしも立憲民主主義諸国の特有現象とは限らない。ただし、かつ
て長い歴史を保ってきた律令制は、この国の現在においてもなお様々な現れ方（少
なくとも法観念や法思想のレベル）で温存されており、伝統的な官僚主義の余波は
戦後世界における行政国家化の潮流と合流し、そしてよみがえり、さらに強化する
一方となりつつある。これは中国における律令国家の負の遺産といえよう。西欧近
代立憲主義は法規範をもって権力を縛るという想定で制度化されてきたのに対し
て、韓非子の法家思想以来、歴代の帝政中国王朝は民を統治するための道具として
法を見事に使いこなしてきた。まさに、西洋近代の考え方と正反対である。現代中
国の種々の問題を考えるとき、以上のような、西洋との原理的な相異はあらゆる議
論の原点であると思われる。大都市において地方行政権力を縛るための地方性法規
制定権は等閑に付され、その代わりに「民を統治するための」地方政府規章や規範
性文件が都合よく「活用」されているのである。
　　第二に、より具体的な、制度上の要因を述べれば、人民代表大会制度自体の「病
理」がある。周知のとおり、人民代表大会制度は中国の根本的な政治制度である。
憲法の規定から見れば全人代や地方各級の人代はそれぞれ国家の最高権力機関や各
地方の国家権力機関である（現行憲法57条・96条 1 項）が、実際には、国家制度の
組織原則である「民主集中制」の下で、民主主義は形骸化し、人代自体の権力も名
目化していると言われている。その最も究極的な体現は、選挙制度である。1954年
憲法により創設された中国の人民代表大会制度は旧ソ連の1936年憲法（スターリン
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憲法）におけるソ連邦最高会議を見本として作られたものであり、近代以来の西欧
型議会制とは完全に異質なものである。そこで人民は「代表」されていないし、代
議士も「非常勤」であると揶揄されている。このような基本的な議会制の機能を欠
く「立法機構」の下では、地方性法規制定権の活用どころか、人代それ自身の正統
性ですら疑われるとの指摘がなされている。結局、制度的には、法治国家の理念は
遠ざかり、地方代議士における地方性法規を制定する意識と地方政府官僚における
地方性法規を実施する意欲は極めて希薄となり、地方性法規の代わりに地方政府規
章と規範性文件（運用上の衝突）が濫用されることになりかねないだろう。
（34）劉松山「『紅頭文件』衝突法律的責任帰属　兼評福州王凱鋒案」法学2002年第 3
期 3 頁。
（35）実際上、「紅頭文件」の制定権者は行政機関にとどまらない。最高人民法院、最
高人民検察院、そして特に各級の党委員会はみな「紅頭文件」を「活発に」利用し
ている。
（36）小口彦太＝田中信行『現代中国法［第 2 版］』（成文堂、2012年）28頁。〔田中執
筆部分〕。
（37）地方政府の「紅頭文件」制定権の根拠は憲法107条 1 項：「県級以上の地方各級
人民政府は、法律が定める権限に従って、その行政区域内の経済、教育、科学、文
化、衛生、体育事業、都市・農村建設事業及び財政、民政、警察、民族事務、司法
行政、監察、計画出産等の行政任務遂行を管理し、決定及び命令を発布し、行政任
務遂行要員を任免し、養成し、考課し、及び賞罰を行う。」国務院の「紅頭文件」
制定権の根拠は憲法89条 1 項：「憲法及び法律に基づき、行政措置を定め、行政法
規を制定し、決定及び命令を発布する。」（下線は筆者）。条文の和訳は、高橋和之
編『新版世界憲法集［第 2 版］』（岩波書店、2012年）、それぞれ567頁と560頁〔高
見澤磨訳〕を参照した。
（38）「紅頭文件」の制定権について、憲法のほか立法法や地方組織法などにも関連根
拠規定が設けられている。ちなみに、本稿の冒頭では帝政中国における中央集権体
制について言及したが、律令の「律」を刑罰法などの成文法規範に例えるならば、
現代中国に大量に存在している「紅頭文件」（＝方針・政策）をまさに「令」に当
たると考えても差し支えないであろう。すべての国家作用を行政の中に解消してし
まうのが官僚制国家である帝政中国の統治の特徴であることに鑑みれば、現代中国
における「法」は今日でも帝政中国の「法」（思想）の幽霊に取り憑かれていると
言えよう。そこには、歴史と「伝統」が無意識的に継承され、一種の連続性が保た
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れている。なお、帝政中国における法の在り方及び律令制に関する基礎的考察につ
いて、小口彦太『伝統中国の法制度』（成文堂、2012年） 1 ～21頁を参照されたい。
（39）王景斌＝顧頴「『紅頭文件』違法之原因及対策論析」行政輿法・行政法研究2005
年11月、78頁。
（40）陳麗芳「『紅頭文件』法治化探討」雲南行政学院学報2007年第 3 期、137頁。
（41）宇秀春「譲公衆有権状告『紅頭文件』」人大建設2007年第 6 期、43頁。
（42）塩野宏『行政法Ⅰ［第 6 版］行政法総論』（有斐閣、2015年）102～122頁参照。
（43）以上のようなやり方は、いわゆる「単双号限行」と「按尾号毎週限行一天」と
名付けられる「限行」政策の典型的な実施態様であり、北京市で行われたのであ
る。ただ、パトロールカー、市営バス、タクシー等は対象外となるとされる。
（44）（ 広 東 省 ） 佛 山 市 政 府 網 http://www.foshan.gov.cn/zwgk/zfgb/srmzfwj/ 
201403/t20140318_4583120.html（最終アクセス：2015年11月25日）。＝佛山市人民
政府公報2014年第 3 期（電子版）。
（45）（ 広 東 省 ） 佛 山 市 政 府 網 http://www.foshan.gov.cn/zwgk/zfgb/srmzfwj/ 
201502/t20150203_5040919.html（最終アクセス：2015年11月25日）。＝佛山市人民
政府公報2014年第24期（電子版）。
（46）（浙江省）台州市人民政府公報2011年第 9 期、26頁。
（47）近時においては、住宅「限購」政策は多くの地方都市で次々と撤廃され始めて
いるが、人口のきわめて密集している大都市（直轄市の北京や上海）ではいまだに
実施されている。ちなみに、先に紹介した地方「限行」都市の広東省佛山市は、
2011年 3 月に広東省において初めての住宅「限購」政策を実施した一般都市であっ
たが、2014年 8 月にそれを撤廃した。
（48）家屋「限購」行政のほか、「紅頭文件」行政の典型例として、当該地方（台州
市）の都市部における爆竹の売買やそれを鳴らす行為の規制も挙げられる。「関於
市区限制銷售燃放煙花爆竹的通告」（台政発〔2014〕44号）の内容について、（浙江
省）台州市人民政府公報2014年第12期10頁を参照。
（49）劉松山、前掲注34、同論文 5 頁の脚注の①を参照。
（50）最高人民法院ホームページ：http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-14294. 
html（最終アクセス：2015年11月25日）。
（51）憲法条文は高見澤磨の訳を引用。前掲注37高橋和之編『新版世界憲法集［第 2
版］』（岩波書店、2012年）566頁。
（52）当該法律は第10回全人代常務委の第23期会議（2006年 8 月27日）において採決
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され、2007年 1 月 1 日から施行された。
（53）「備案」：上級機関に関係事項を報告し、そして記録に留めることを指す。
（54）また、その他の個別法の中で、規範性文件に対する規制も散在している。たと
えば、「行政処罰法」（1996年 3 月採決、同年10月施行）によれば、法律、行政法
規、規章と地方性法規以外の規範性文件は行政罰を設けてはならないと規定されて
いる（「行政処罰法」 9 条、10条、11条、12条、13条、14条）。「行政許可法」（2003
年 8 月採決、2004年 7 月施行）は、法律、行政法規、地方性法規と規章以外の規
範性文件は行政許可を設けてはならないと規定している（「行政許可法」14条、15
条、17条）。
（55）行政機関が制定した「紅頭文件」は行政立法の範疇に入らないとされるから、
その制定に関する審査手続を規定する法律は存在しない。しかし、近年、一部の地
方において、当該地方政府の「紅頭文件」に対する事前審査の手続を規定する地方
立法が現れてきている。たとえば、2003年 3 月安徽省政府は「安徽省行政機関規範
性文件制定程序規定」という地方政府規章を制定し、本省におけるすべての「紅
頭文件」に対して同級政府の法制事務機構（「法制工作部門」）による事前の合法
性審査を設けた。参照、陳麗芳・前掲注40、138頁。当該地方政府規章の内容に関
して、安徽政府法制網（安徽省人民政府法制弁公室ホームページ）：http://www.
ahfzb.gov.cn/content/news_view.php?id=4070&ty=177（最終アクセス：2015年
11月25日）。
（56）以上紹介した紅頭文件に対する制限手段が現実において有効に機能しているか
は別問題である。中国では、共産党は国家を領導する（82年憲法序言）という究極
のドクトリンが貫徹されている。「党政不分」が言うように、国から地方まで政府
という「殻」を通じて党は政治・行政を実質的に行っている。たとえば、通常地方
政府の規範性文件（紅頭文件）は起草されたらすぐ同級の党委員会（より正確に言
えば地方の党委員会の常務委員会）の「お偉いさん」たちに送付され、彼らの意見
を求めなければならない。また、地方政府の行政ポストのトップは同時に地方党委
員会のナンバーツーであること（たとえば市長は市の党委員会の副書記を兼務す
る）が多い。国では、国務院の重要な規範性文件が党中央の許可を必要とすること
と全く同様である。党の意思はすべての国家権力に、そのなかでも特に肥大化しつ
つある行政の分野に浸透している。地方政府によって制定された「紅頭文件」は地
方党委員会の意思の「丸写し」であるがゆえに、以上紹介した法制度上の紅頭文件
に対する規制回路は「ショート」してしまうことが多い。一言でいえば、政治構造
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の原因で、現行法体系下において「紅頭文件」に対する規制は期待されるほどの効
果を果たしていないのが現実である。ちなみに、上述の「党政不分」の状況に関し
て、当局は早い時代からそれを改善するための「努力」をしようとしていた。たと
えば、1987年の第13期党大会（十三大）において、政治体制の改革に関する提案の
中で、「党政分離」と「権力下放」という二つのキーワードが当局によって正式に
掲げられた。しかし、その後の国内外における政治情勢の影響で改革の目標は頓挫
し、今日まで至っている。
（57）原語：「十二届全国人大三次会議」。全人代の代表の任期は 5 年間であり、代表
大会は通常毎年の 3 月に北京で開かれる（人民政治協商会議と合わせて「両会（リ
ャンホィ）」と呼ばれる）。そこで 1 週間の会議（全会＝本会議）・審議作業（各省
の代表団の分科会）が行われる。2015年の 3 月に第12期の全人代（2013～2018）の
3 回目の会議が開かれた。全人代の休会中には、常設機関である常務委がその代わ
りに機能する。常務委は最低 2 か月に 1 回会議を開かなければならない。
（58）中国人大網（全人代ホームページ）「立法法修改」（2014年 8 月　2015年 3 月）
http://www.npc.gov.cn/npc/lfzt/2014/node_25283.htm（最終アクセス：2015年
11月25日）。
（59）中国人大網（全人代ホームページ）「関於『中華人民共和国立法法修正案（草
案）』的説明」（初出は新華社通信2015年 3 月 8 日）http://www.npc.gov.cn/npc/
xinwen/2015-03/09/content_1916887.htm（最終アクセス：2015年11月25日）。
（60）なお、修正案草案と新しい法律条文の間に条数のずれが生じているので、確認
のため、段落ごとにそれぞれの修正案草案の条数の後に対応する改正後の立法法条
数も併記する。立法法改正の解説と翻訳は、岡村志嘉子「中国における立法法の
改正」外国の立法265号（2015年 9 月）118頁以下参照。電子版は、http://dl.ndl.
go.jp/view/download/digidepo_9494206_po_02650005.pdf?contentNo=1（最終ア
クセス：2015年11月25日）。本稿では条文の翻訳に当たってこれを参照した。
（61）この新たな条項の挿入は、近年上海及び広東、天津、福建で整備されている
「自由貿易試験区」を念頭に置いたものであろう。
（62）2000年立法法第 8 条：「以下の事項については、法律によってのみ規定すること
ができる。（一）国家主権に関する事項；（二）各級の人民代表大会、人民政府、人
民法院及び人民検察院の設立、組織及び職権；（三）民族区域自治制度、特別行政
区制度及び基層の大衆的自治制度；（四）犯罪及び刑罰；（五）市民の政治的権利
を剥奪し、または人身の自由を制限する強制措置及び処罰；（六）非国有財産の収
262　早稲田法学会誌第66巻 2 号（2016） 中国の都市部における地方立法の制度と現実（洪）　2623
用；（七）民事上の基本制度；（八）基本的な経済制度ならびに財政、税収、税関、
金融及び対外貿易の基本制度；（九）訴訟及び仲裁制度；（十）全国人民代表大会及
びその常務委員会が法律で規定しなければならないその他の事項」。この条文の訳
にいて、坂口一成「中華人民共和国立法法の成立について」レファレンス2000年 8
月号91頁を参照した。
（63）従来より、最高人民法院及び最高人民検察院の司法解釈は裁判実務において下
級の法院及び検察院が業務を遂行する際の根拠規範となっており、重要な役割を果
たしている。これらの司法解釈は、法律条文そのものよりもはるかに細かく書かれ
る場合が多い。たとえば、2013年 1 月 1 日から、改正後の民事訴訟法が施行された
が、この新民事訴訟法に対して最高人民法院は2015年 2 月に、総計552カ条、 7 万
字に及ぶあまりにも冗長な司法解釈を公布した。これは「史上最も長い司法解釈」
と揶揄される。司法解釈は抽象的な法律条文を実施可能なものにするための積極的
な役割を果たしているが、あまりにも具体的な内容を細かく提示しているから、
「二次的立法」のきらいがあるのではないかとみられている。従って、今回の立法
法改正は以上の制限を設けたのである。最高人民法院が出した司法解釈の例とし
て、「最高人民法院関於適用『中華人民共和国民事訴訟法』的解釈」（法釈〔2015〕
5 号）が参考になる。最高人民表法院ホームページ：http://www.court.gov.cn/
fabu-xiangqing-13241（最終アクセス：2015年11月25日）。
（64）『半月談』（中共中央宣伝部の依頼を受け新華社通信が発行する機関誌）2014年
第21期、10頁。
（65）「城管」：城市管理総合行政執法局のこと。略称は「城管局」または「城管」。中
国の都市部における一般的な法律（条例）執行機構であり、主に都市景観、町並み
の衛生状況などに幅広く管理権限を行使している。その職権の法的根拠は1996年に
公布された「行政処罰法」によるとされる。近年では、都市部における自営業者と
の紛争が頻発していることが注目される。
（66）中国人大網（全人代ホームページ）「地方立法権『収放之間』　全国人大常委会
組成人員熱議立法法草案中『拡大地方立法権』条款」（初出は新華網2014年 8 月29
日）。http://www.npc.gov.cn/npc/cwhhy/12jcwh/2014-08/30/content_1876451.
htm（最終アクセス：2015年11月25日）。
（67）中国人大網（全人代ホームページ）2014年 8 月31日「梁勝利：拡大人大自身立
法　縮小和減少授権立法範囲」http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2014-08/31/
content_1876758.htm（最終アクセス：2015年11月25日）。
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（68）前掲注66参照。また、反対意見の中で、信春鷹委員は、実際上地方における人
民代表大会は同級政府の指導者の個人意思に対抗することはきわめて困難であり、
もし指導者個人の意思が地方の法規範になってしまったら、当該地域の持続可能な
発展にマイナスの影響を与えるだろうと述べ、地方の政治現場における実情にまで
触れていた。同じく前掲注66を参照。
（69）前掲注66参照。
（70）前掲注66参照。また、喬曉陽委員は地方立法権拡大条項に賛成するが、いくつ
かの問題点を指摘した。つまり、「①立法主体の増加により、一つの省の範囲内に
おける法制の統一が脅かされるのではないか；②地方立法権が付与され、各市が自
己の制定した地方性法規しか執行しないなら、省の地方性法規の存在意義がないの
ではないか；③多くの区を持つ市の立法能力はきわめて不十分であり、地方性法規
を制定する余裕がない…（以下略）」。同じく前掲注66参照。これも「立法能力論」
に基づいている。
（71）2014年12月23日午後、第12回全人代常務委第12期会議において立法法修正案草
案の 2 回目の審議が行われた。そこでの意見を一つ取り上げたい。たとえば、劉政
奎委員は以下のように述べている。「現在では、下（今回改正によってはじめて地
方立法権を与えられる区を持つ市〔　筆者注〕）の意欲が非常に強いから、いった
ん立法権の下放を決めてしまうと、やがては全面的な権限の下放になっていくこと
が予想される。したがって、（下放の当否にこだわるより〔　筆者注〕）立法権が下
放された後の具体的な対策を検討した方がよい。たとえば立法機構の設立、立法能
力の充実、立法の質の保障、そして省・自治区の人代常務委による届出審査の強化
などを要求すべきであろう。」また、草案に規定されている地方立法権の範囲（「都
市建設、都市管理、環境保護等に関する事項」）が狭すぎる恐れがあるため、「都
市と農村の建設、都市と農村の管理」に改められるべきであり、さらにその範囲
を「社会管理と民生保障等の地方的事務」にまで拡大すべきであろうとする。最後
に、「立法の質を確保するため、地方立法は上位法の詳細化と補充であるべきであ
り、上位法がすでに明確にした内容を二重に規定してはならない」と主張する。中
国人大網（全人代ホームページ）2015年 2 月15日「劉政奎：建議将設区的市地方立
法権範囲拡展為『城郷建設、城郷管理』」http://www.npc.gov.cn/npc/lfzt/2014/ 
2015-02/15/content_1900568.htm （最終アクセス：2015年11月25日）参照。劉委員
は 1 回目の審議における反対から 2 回目の審議における留保付き賛成へと態度を変
えたが、なおその「立法能力論」に基づく姿勢は変わっておらず、彼の発言からは
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地方に対する不信感がうかがえる。
（72）「立法法昇級、為法治中国護航」中国人大（2015年 3 月16日）45頁。
（73）中国人大網（全人代ホームページ）「代表梅永紅：賦予地方立法権　譲公民参与
法律制定」（初出は斉魯網2015年 3 月11日）http://www.npc.gov.cn/npc/dbdhhy 
/12_3/2015-03/11/content_1921882.htm（最終アクセス：2015年11月25日）。
（74）「法治主義論」のほか、地域状況の多様性への対応及び経済発展の差異性への配
慮から議論を展開する代表もいる。たとえば、全人代代表・寧夏回族自治区石嘴山
市市長の王永輝は、今回の地方立法権拡大条項を大いに評価した。「以前なら地方
性法規に関しては凡そ省の人代及びその常務委しか制定できなかったが、省レベル
の立法はやはり省全体としての状況に配慮すべきであり、省内部における各地域の
発展水準は一様ではないから、立法に対する需要も異なってくる。従って、それに
応じた区別も必要となり、法律の統一性を確保した上で、各地域の実情の差異性を
も尊重しなければならない。今ならば区を持つ市に立法権を付与することで、以上
の問題を有効に解決できる。」と説いた。「立法法昇級、為法治中国護航」中国人大
（2015年 3 月16日）45頁参照。また、国法秩序の統一の観点から、地方立法権への
制限を正当化しようとする代表もいる。たとえば、全人代代表・河南省開封市党委
員会書記の吉炳偉は、区を持つ市が地方性法規を制定できる範囲について懸念を表
明した。地方立法権拡大条項においてその法規制定範囲は「都市建設、都市管理、
環境保護等に関する事項」に限定されているが、その中の「等」の意味があいまい
であり、具体的に他になにが含まれるかが良く分からないと主張し、「今後全人代
の解釈に期待し、（その『等』の意味を〔　筆者注〕）更に具体化することによって
地方の越権立法や地方保護主義などの問題を防止す」べきであると述べた。中国
人大網（全人代ホームページ）「到底能立 法？設区的市立法授権需細化」（初出は
大河報2015年 3 月11日）http://www.npc.gov.cn/npc/dbdhhy/12_3/2015-03/11/
content_1921961.htm（最終アクセス：2015年11月25日）参照。
（75）代表的な論者しか取り上げないが、それぞれの論者の所属は次のようなもので
ある。法治主義論者：高明芹（全人代代表、弁護士）、李建明（全人代代表、湖北
省荊州市市長）、梅永紅（全人代代表、山東省済寧市党委員会副書記・市長、なお
現在は辞任）、吉炳偉（全人代代表、河南省開封市党委員会書記）。立法能力論者：
梁勝利（全人代常務委委員、広西チワン族自治区政治協商会議副主席）、劉政奎
（全人代常務委委員、遼寧省人代常務委副主任）、陳建国（全人代農業と農村委員会
主任委員）、喬曉陽（全人代常務委委員、全人代法律委員会主任委員）。
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（76）もちろん、「良識」のない一般都市の官僚も、地元の利益のために、「法治主義
論者」たちの仲間入りをしてもおかしくない。地方立法権の付与は地方における、
より大きな統治権力の獲得を意味し、それを巧く利用すれば経済発展などの政治的
業績につながるからである。
（77）蘇力「当代中国的中央與地方分権　重読毛沢東『論十大関係』第五節」中国社
会科学2004年第 2 期、46～47頁参照。毛沢東の講話「論十大関係」の原文は、『毛
沢東選集』第 5 巻（人民出版社、1977年）、267～288頁参照。
（78）蘇力、同上、47頁。
（79）曹平＝羅華権「在拡大地方立法主体背景下我国設区市立法権若干問題研究」広
西教育学院学報2014年第 6 期、28頁。
（80）曹平＝羅華権、同上、28頁参照。
（81）秦前紅＝李少文「地方立法権拡張的因応之策」法学2015年第 7 期、12頁。
（82）秦前紅＝李少文、同上13頁。ここでいう「道具的な自治」に関して、「中央と省
の権力機関のコントロール下における限られた自治であり、地方統治を行う目標を
実現すると同時に、中央と省の意思の貫徹をより重視する。地方行政単位（ここで
は区を持つ市を指す〔　筆者注〕）は中央政権の延長線上に位置し、中央と地方は
ともに国家の統治体系を構成する。地方立法権の付与は限られた自治権限を地方に
承認したことを意味するが、根本的な地方自治とは言えない。」と説かれる。同論
文、14頁。
（83）秦前紅＝李少文、同上、13頁。
（84）秦前紅＝李少文、同上、14頁参照。
（85）秦前紅＝李少文、同上、14頁。
（86）前掲論文も、人民代表大会が立法機関としての機能の活性化という観点から、
団体自治の実現を目指すべきであると解決策を提言した。詳細は、秦前紅＝李少文
前掲論文、15頁。
（87）今回の法改正によって地方立法権が付与された区を持つ市のことが「準自治主
体」、「準地方自治の新形態」などと呼ばれている。詳細は、秦前紅＝李少文前掲論
文12頁、18頁。
（88）中国人大網（全人代ホームページ）「全国人大常委会法工委負責人答記者問」
2015年 3 月 9 日 http://www.npc.gov.cn/npc/zhibo/zzzb30/node_27355.htm（最
終アクセス：2015年11月25日）。
（89）同上参照。
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（90）実は、鄭が言及したとおり、2014年10月に開かれた中国共産党第18期中央委員
会第 4 回全体会議（第十八期四中全会）では、「中共中央関於全面推進依法治国若
干重大問題的決定」という綱領的な文書が採決された。その中の憲法制度に関する
章節では、以下のように述べられている。「すべての規範性文件を届出審査の範囲
内に置き、法律によって違憲・違法な規範性文件を取り消し、地方が立法の性質を
帯びる行政文書の制定・発布を禁止する。」要するに、最高指導部は規範性文件を
規制する姿勢を全面に出している。そこで言う「地方」は地方政府、より本質的に
言えば、おそらく地方の党委員会のことを暗示しているようにも思える。党中央は
地方行政の現場における「紅頭文件」の弊害を察し、その背後に隠されている地方
党委員会の影響を十分自覚したうえで以上のような配慮を入れたのではないかと思
われる。これもまた、「国家における法秩序の統一」及び「社会主義法治国家の建
設」という政治スローガンの必然的要請である。改革開放以来、党は特に行政権力
の行使に頼りきって様々な経済開発政策を展開してきたが、今後、法規範が事後的
に改革のもたらした事実を追認するのではなく、改革と法治の同時進行、ひいては
予め整備された法規範に基づいて改革を行い、正当化することが求められていくで
あろう。総じていえば、今回の立法法改正から、党中央による地方の党委員会に対
する牽制、あるいは一種の家父長的な教育の意図を読み取ることができよう。全国
範囲における経済の継続的繁栄と政治の安定化を求めるため、（地方）行政をも法
の下で行わせようとする動きがまさにそこに見える。逆の立場から考えても、地方
政府及びその背後にある党委員会は地域における統治をより安定した形で行わせよ
うとすれば、紅頭文件行政どころか、地方政府規章の利用まで自制し、できるだけ
自分たちの政策・方針を地方性法規という形式の下で展開しなければならないよう
になるのではないか。
